
資　料　編

　人は新しいものを生み出す力、創造力を持っています。芸術・文化にとどまらず、科学技術、産業・経済
等、ありとあらゆる分野において創造を積み重ねることにより、人類は発展し続けてきたのです。
　本市においてもまた、日本初の人造絹糸の製造、世界に先駆けたノートパソコンの開発、有機ＥＬ照明の
製品化に代表されるように、既成概念を打ち破り、世の中になかったものを多彩に生み出すことで産業が
振興してきました。その一方で江戸時代後期、大飢饉が続いた東北の米沢で*棒杭市（無人販売）が成り立
ち、一片の草木に宿る命すら尊いとする*草木塔が築かれたことは、このまちに暮らした人々が互いに信頼
で結ばれ、自然への感謝を抱いていたからに他なりません。苦境にあっても揺らぐことのない豊かな心が
育まれていたのです。
　このように経済的な発展だけを追い求めるのではなく、経済の豊かさと精神の豊かさが調和するまちで
あることが、本市の本来の魅力といえます。
　また、本市は、山形大学工学部、米沢栄養大学、米沢女子短期大学の3つの高等教育機関が立地し、高
度な人材育成、研究・開発等の機能が集積している学園都市を形成していることから、産学官民連携によ
る地域産業の振興や新産業の創造、学問への高い関心と深い教養を培うことによる豊かな人間形成等、
本市の魅力を更に高めるための環境が整っています。
　こうした本市の特徴を踏まえ、将来像を次のように定めます。

『ひとが輝き　創造し続ける　学園都市・米沢』

　先人たちが育んできた豊かな精神文化を継承・向上させるとともに、学園都市が持つ機能を最大限活か
して、未知なるものへの果敢な挑戦を行い、それが創造を生み、そしてまた新たな創造につながるといった
連鎖を起こすことにより、ひと（市民）が輝くまちを目指します。

第１章 将来像

資料１　基本構想

【用語解説】＊ 棒杭市 ⇒ P182　＊ 草木塔 ⇒ P180
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第２章 基本理念・基本目標

　まちづくりの主役は、そこに暮らし、働き、学び、憩う市民一人ひとりであり、本市の将来像を実現させる
ためには、これら様々な人々とともに、より良い地域をつくりあげ、それを持続していくという姿勢が求め
られています。
　このことから、まちづくりを進める上で重要となる「人づくり」を中心とした取組を推進し、郷土や地域へ
の愛着を感じる市民意識の醸成を図るとともに、市民と行政が積極的に交流し、様々な分野で米沢のため
に貢献するという市民の意欲を活かすための制度や環境を充実させ、市民の参画を更に進めていく必要
があります。
　そこで、本市が将来像の実現に向けて取り組むに当たっての基本理念を次のように定め、市民とともに
これからのまちづくりを行っていきます。

『市民が積極的に参加するまちづくり』

１　基本理念

　基本理念に基づくまちづくりを実践し、市民が魅力を感じるまちを実現していくために次の6つを本市
の目指すまちづくりの基本目標とします。

２　基本目標

　人口定住に結びつく持続可能な経済活動の実現に向け、先端技術産業をはじめとする本市の
多様な産業の発展とともに、これまでにない発想に基づき*内発型産業を創出するなど、新しい
産業や雇用を生み出していく、人もまちも挑戦し続ける活力ある産業のまちを目指します。

挑戦し続ける活力ある産業のまちづくり1

　本市の持つ豊かな教養を育む環境と城下町としての歴史と文化を積極的に活用し、郷土に対
する愛着と誇り、チャレンジ精神を持ち、本市の将来を担うことができる様々な分野で活躍する
人材が育つ、教育と文化のまちを目指します。

郷土をつくる人材が育つ、教育と文化のまちづくり2

　保健、医療、福祉等が連携して市民の健康寿命の延伸を図るとともに、若い世代が安心して子
どもを生み育てられ、高齢者や障がい者等が住み慣れた地域で生きがいを感じながら暮らし続
けられる環境を整備し、子育てと健康長寿を支えるまちを目指します。

子育てと健康長寿を支えるまちづくり3

【用語解説】＊ 内発型産業 ⇒ P181
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　森林や河川、地下水の保全、ごみの減量化や資源化等を推進することにより環境にやさしい
まちづくりを進めるとともに、*コンパクトなまちづくり、城下町としての景観等の保全、交通機関
等の整備を図り、自然と都市の魅力が調和し、賑わいと交流を促すまちを目指します。

自然と都市の魅力が調和し、賑わいと交流を促すまちづくり4

　防災、防犯、消防体制の整備等、災害や犯罪への備えを強化するとともに、冬期間においても円
滑な市民生活が送れるよう雪対策に取り組むことにより、安全安心に暮らせるまちを目指します。

安全安心に暮らせるまちづくり5

　市民一人ひとりの活力を地域づくりに発揮できる協働によるまちづくりを推進するとともに、健
全な財政基盤づくりと多様化する市民ニーズに的確に対応した行政サービスを提供できる体制
づくりを行うほか、幅広い分野で近隣自治体との広域的な連携を図り、持続可能なまちを目指し
ます。

持続可能なまちづくり（協働・行政経営）6

【用語解説】＊ コンパクトなまちづくり ⇒ P178
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第３章 将来人口の見通しと市街地形成の基本的方向

　本市の将来人口は、国（国立社会保障・人口問題研究所）が平成25年3月に行った推計によれば平成
32（令和2）年には81,618人となり、10年後の平成37（令和7・2025）年の人口は77,587人とされてい
ます。
　本市では、まちづくりを担う人づくりとともに、魅力ある都市環境の整備、雇用の場と就業機会の拡大、
安心して子どもを生み育てることができる環境の整備等、転入者の促進と転出者の抑制、*合計特殊出生
率の向上のための様々な施策に取り組むことにより、平成37（令和7）年の想定人口を推計値と比較して
約1,000人増の78,600人と見込みます。

１　将来人口の見通し

　中心市街地は、これまで多くの商店街を形成し、鉄道駅や主要なバス停留所等の交通結節点機能を有
し、地域経済の中心的な役割を果たしてきました。
　しかしながら、車社会の浸透に伴いロードサイド型の店舗が郊外に相次いで進出してきたことと中心部
の大型小売店舗の撤退が重なり、また消費者ニーズの多様化から、その活力や求心力が低下し空洞化が
進行しています。
　このような状況は、本市の人口減少が避けられないことが想定される中、都市基盤の整備や維持管理費
用の増加、*コミュニティ力やまち全体としての活力の低下等の様々な問題を生じさせることになります。
　今後、適切な公共サービスを維持し、高齢者も含めた多くの人が暮らしやすいまちを形成するためには、
既存の都市機能を有効活用しつつ、中心市街地に多様な機能が集積する密度の濃いまちづくりをする必
要があります。
　一方で、周辺地域は、恵まれた自然環境による*水源の涵養、地球温暖化の防止、木材等の林産物、農産
物の供給、さらには、歴史的景観等の多面的な機能を持っており、都市全体の機能を維持するために重要
な役割を担っています。
　そこで、中心市街地に都市機能を集積させるとともに周辺地域の特性を活かしたまちづくりを推進する
ため、中心市街地と周辺地域との相互連携を図る公共交通等のネットワークの形成を促進し、*コンパクト
なまちづくりを進めていくことを今後の市街地形成の基本的方向とします。

２　市街地形成の基本的方向

【用語解説】＊ 合計特殊出生率 ⇒ P178　＊ コミュニティ ⇒ P178　＊ 水源の涵養 ⇒ P179　＊ コンパクトなまちづくり ⇒ P178
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第４章 施策大綱

　本市は、多様な産業構造と工業団地への企業誘致、産学官民の連携等により、先端技術産業が集積し、
東北でも有数の工業都市となりましたが、付加価値率は、県内の平均と比べて低い状況にあります。また、
近年、消費者ニーズの多様化による多品種少量生産、地域間、国際間での競争の激化等により、ものづく
り企業は更なるコストダウンが必要になるなど厳しい経営環境にあり、本市の地域経済にも影響を及ぼし
ています。
　このことは人口流出の要因の一つともなることから、今後は、活発な地域経済活動の実現に向けて、先
端技術産業をはじめとする本市の多様なものづくりの発展を促すための取組を推進します。
　また、商業、観光業等の振興を図るため、地元の特産品を活かした消費者に魅力のある商品開発や地域
の*コミュニティ機能を担うなどの地域に根差した特色ある地元商店街の形成に取り組むほか、観光で訪
れる方のニーズを的確に捉え、自然環境、歴史、伝統、文化等の本市の地域資源を最大限に活かした情報
発信力の高い観光地づくりを進めます。
　農林業では、担い手の確保に取り組むとともに、安全で高品質な農産物を安定的に供給できるよう生産
基盤の強化や経営安定化のための取組を進めます。
　これらの取組を推進するほか、産業全体の基盤を強化するため、大学の研究機能と集積している企業の
技術を活用すること等により、*内発型産業の創出、新技術や新商品の開発を促進するとともに、農林業、
商工業及び観光業とが連携した*6次産業化を推進し、高付加価値なものづくりやサービス等を創出し、市
民所得の向上を図ります。加えて、中小企業の成長発展を促すこと等により、多様な就業機会を生み出し、
地域内の女性や若者、高齢者、障がい者等の雇用の拡大と安定を図ります。

１　挑戦し続ける活力ある産業のまちづくり

　本市は、高度な人材育成機能等を持つ学園都市を形成し、市民協働による*米沢鷹山大学が開校される
など、豊かな教養を育む環境を有するほか、城下町としての歴史と文化が蓄積されていることから、引き続
きこれらを積極的に活用し、確かな学力と感性豊かな人間性を育む学校教育の推進をはじめ、学びたいと
きに学びたいものを自由に選択できる社会教育環境や市民が気軽にスポーツ活動を楽しむことができる
環境、文化財の適切な保存管理と継承を図り、市民が様々な芸術文化に親しめる環境づくり等を推進する
とともに、学園都市としての機能充実を図ること等により、様々な分野で活躍する人材の育成を推進して
いきます。
　人材の育成では特に、中学生・高校生世代は、進学、就職により米沢を離れたいと考える傾向が強く、各
大学に通う学生の地元定着率も低い状況にあることから、大学と地域との交流や連携を促進するととも
に、学生をはじめとする若い世代に対して郷土への愛着と誇りを持つための教育を推進していきます。
　また、国内外の姉妹都市等との交流を引き続き推進し、市民の視野を広げ豊かな心を育むとともに、国
際化に対応できる人材の育成を図ります。

２　郷土をつくる人材が育つ、教育と文化のまちづくり

【用語解説】＊ コミュニティ ⇒ P178　＊ 内発型産業 ⇒ P181　＊ 6次産業 ⇒ P176　＊ 米沢鷹山大学 ⇒ P182
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　平均寿命の伸びと出生率の低下による少子高齢化社会の進展、核家族化の進行、女性の社会進出等に
伴い、子育てや介護に対する支援をはじめとする保健・医療・福祉に対する需要が今後ますます増加する
ものと考えられます。
　このため、誰もが健やかに暮らせることを第一に考え、医療機関、福祉、介護施設等の連携を強化し、生
活習慣病や要介護とならないための予防に重点を置き、世代に応じた健康づくりを推進するほか、高齢者
や障がい者等が住み慣れた地域で生きがいを感じながら暮らし続けられるよう、地域での助け合いの仕
組みづくりを進め、日常的な生活支援や相談体制の充実と併せて、地域活動や就業等の社会参加を促進
します。
　子育てについては、子育てを支える環境づくりを進め、安心して子どもを生み育てることができるように
するとともに、婚活支援策を推進すること等により、将来親となり子どもを生み育てていく人を増やし、本
市の活力を維持していきます。
　また、いざというときに適切な医療が受けられるよう、地域の中核病院である市立病院の機能充実を図
ります。
　さらに、市民生活の安定を図るため、生活保護、国民健康保険、介護保険等の社会保障制度の適正な運
営を推進します。

３　子育てと健康長寿を支えるまちづくり

【用語解説】＊ 水資源の涵養 ⇒ P179　＊ 再生可能エネルギー ⇒ P178　＊ コンパクトなまちづくり ⇒ P178

　豊かな自然環境と快適な都市機能が調和する暮らしを実現していくことは、市民をはじめ市外からも
「米沢で暮らしたい」と思う人を増やし、定住促進を図るためにも重要なことです。
　このことから、自然環境については、森林や河川、地下水の保全等を推進することにより、山地災害の防
止、*水資源の涵養等に努め、地域住民の安全な暮らしを維持するとともに、ごみの減量化や資源化の推
進、*再生可能エネルギーの普及を促進し、環境にやさしいまちづくりを進めます。
　都市機能については、郊外への大型店舗の進出等による市街地の拡大化に伴い中心市街地の空洞化
が進み、都市全体としての活力が低下していることから、中心市街地に必要な都市機能を集積する*コン
パクトなまちづくりを推進するとともに、昔から受け継がれてきた歴史的な建物や文化財による城下町と
しての景観等を保全することにより、魅力あるまちづくりを推進します。
　また、地域間の交流を円滑にするため、道路や公共交通機関等の環境を整備するとともに、快適な情報
通信環境の整備促進に取り組み、多様な情報発信や収集手段を確保することにより地域内外との人、物、
情報の交流を促します。

４　自然と都市の魅力が調和し、賑わいと交流を促すまちづくり
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　安全で安心なまちを形成することは、市民共通の願いであり、将来に向けてまちが発展していくための
基盤の一つです。
　このことから地震や風水害等の自然災害に備えるため、減災を基本とした公共施設や家屋の耐震化等
の災害防止策を推進し、災害に強い都市基盤の整備を行うとともに、災害時の情報収集・伝達体制を整備
するなど危機管理体制の強化を図ります。
　また、関係機関と連携して火災や救急救助に対して迅速かつ適切に対応できる体制を整備していくほ
か、交通事故を防止するため、交通安全意識の高揚を図るとともに、歩道や道路照明等の交通安全施設の
整備を進めます。
　加えて、情報化の進展や消費者志向の多様化、経済社会の複雑化が進む中で、特に高齢者や未成年者
が被害者となる犯罪や消費者被害が発生していることから、関係機関と連携し、市民の意識啓発や相談体
制の充実等を図り、これらの犯罪等の起こりにくい環境整備を進めます。
　さらに、冬期間においても雪の影響を極力少なくし、円滑な市民生活を送ることができるよう雪に配慮し
た道路整備と効率的な除排雪体制の整備を図るほか、雪を資源として活かす克雪への取組を推進します。

５　安全安心に暮らせるまちづくり

　これからのまちづくりでは、市民又は行政が単独では対処しきれない地域の問題や取り組むべき課題を
共有し、より良い結果を得るため、力を合わせて解決していく必要がますます高まります。このことから、多
様な行政情報を分かりやすく公表すること等により市民と行政の結びつきをより強固なものにするととも
に、性差や年齢の区別、障がいの有無に関係なくお互いが尊敬し合い、市民一人ひとりの活力を地域づく
りに発揮できる協働によるまちづくりを推進していきます。
　また、本市を取り巻く環境の変化に対応し、今後も本市が継続して発展を遂げていくため、事務事業の
見直しなど、常に業務の効率化やコスト意識を持ち、長期的な視点で計画的な行政経営を行い、健全な財
政基盤づくりを推進する専門的能力を備え、地方を再生していくという課題に的確に対応できる職員を育
成していきます。
　加えて、産業、教育、防災等幅広い分野で近隣自治体との広域的な連携を図り、持続するまちづくりを推
進します。

６　持続可能なまちづくり（協働・行政経営）
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資料２　米沢市総合計画策定条例
平成 27 年 3 月 25 日　

米沢市条例第 16 号　

 

　（趣旨）

第 1 条　この条例は、総合的かつ計画的な市政の運営を図るための総合計画の策定について必要

　な事項を定めるものとする。

　（定義）

第 2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　（1）　総合計画　基本構想、基本計画及び実施計画からなる本市のまちづくりにおける最上位計

　　画をいう。

　（2）　基本構想　総合的かつ計画的な市政の運営を図るための基本的な構想を示すものをいう。

　（3）　基本計画　基本構想に基づき、施策の基本的方向、体系等を示すものをいう。

　（4）　実施計画　基本計画に基づき、施策を実現するための個別の事業を示すものをいう。

　（総合計画の策定）

第 3条　本市は、総合的かつ計画的な市政の運営を図るための指針として総合計画を策定する。

　（基本構想及び基本計画の策定等）

第 4 条　市長は、基本構想及び基本計画を策定し、又は変更するときは、あらかじめ、米沢市総

　合計画審議会条例（昭和 40 年米沢市条例第 22 号）第 1 条の規定により設置された米沢市総合

　計画審議会に諮問し、及び議会の議決を経なければならない。

　（実施計画の策定等）

第 5条　市長は、基本計画に基づき、実施計画を策定し、又は変更するものとする。

　（総合計画の公表）

第 6条　市長は、総合計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを公表するものとする。

　（総合計画との整合）

第 7 条　市長は、各種の計画を策定し、又は変更するに当たっては、総合計画との整合を図るも

のとする。

　（委任）

第 8条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　附　則

　　この条例は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。
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資料３　米沢市総合計画審議会

昭和 40 年 6 月 30 日　
 米沢市条例第 22 号　

 
　（設置）
第 1条　市長の附属機関として、米沢市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
　（所掌事務）
第 2条　審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査及び審議を行うものとする。
　（1） 本市の総合計画の策定又は変更に関する事項
　（2） その他市長が必要と認める事項
　（組織）
第 3条　審議会は、委員 20 人以内で組織する。
2　委員は、次に掲げる者のうちから必要の都度、市長が任命する。
　（1） 知識経験を有する者
　（2） 公共的団体等の役員及び職員
　（3） その他市長が適当と認める者
3　委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。
　（会長）
第 4条　審議会に会長を置き、委員の互選によつてこれを定める。
2　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
3　会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務を
　代理する。
　（会議）
第 5条　審議会は、会長が招集する。
2　会長は、審議会の議長となる。
3　審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。
4　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
　（部会）
第 6条　審議会に専門の事項を調査審議させるため、専門部会を設けることができる。
2　部会に属すべき委員は、会長が指名する。
3　部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選とする。
4　部会長は、部会の事務を掌理する。
5　部会長に事故あるときは、部会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。
　（名誉会長、顧問及び参与）
第 7条　審議会に名誉会長、顧問及び参与をおくことができる。
2　名誉会長、顧問及び参与は、審議会の推薦により市長が委嘱する。
3　名誉会長、顧問及び参与は、審議会に出席し、意見を述べることができる。
4　参与は、会長から委嘱された事項につき調査研究し、その経過及び結果を報告するものとする。

○ 米沢市総合計画審議会条例
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　（審議会の議事及び運営）
第 8 条　この条例に定めるもののほか、審議会の議事及び運営に関して必要な事項は、会長が審
　議会に諮つて定める。
　（委任）
第 9条　この条例に定めるもののほか、審議会に関する必要な事項は、市長が別に定める。
　　附　則
　1　この条例は、公布の日から施行し、昭和 40 年 6 月 1 日から適用する。
　2　米沢市建設審議会条例（昭和 31 年条例第 53 号）は、廃止する。
　　附　則 ( 平成 19 年 3 月 30 日条例第 6号 )
　　この条例は、公布の日から施行する。
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令和元年8月21日現在
（敬称略、五十音順）

○ 米沢市総合計画審議会委員名簿

○会長及び会長代理

会 長
会 長 代 理

尾  形　健  明
柴  田　正  孝

山形県立産業技術短期大学校校長
米沢商工会議所専務理事

○委員

委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員
委 員

相  田　哲  郎
赤  井　直  美
大和田　浩 子
鹿  俣　貴  裕
小  関　洋  子
佐  藤　和  子
白  石　祥  和
須  藤　昌  志
須  藤　正  彦
清  野　雅  好
高  澤　由  美
長谷川　　健
松  田　智  博
吉  澤　彰  浩
渡  邊　修  一

ＪＡ山形おきたま米沢地区青年部委員長
市民公募委員
山形県立米沢栄養大学健康栄養学部長
米沢青年会議所理事長
米沢市青少年育成市民会議副会長
興道南部保育園園長
特定非営利活動法人Ｗｉｔｈ優代表
米沢市コミュニティセンター館長会副会長
米沢市スポーツ推進委員
米沢市社会福祉協議会地域福祉課長
山形大学助教
フジクラ電装顧問
米沢市商店街連盟理事
米沢市観光コンベンション協会理事
米沢市芸術文化協会常任理事

注) 肩書きは、令和元年8月21日委嘱当時のもの
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○ 米沢市総合計画基本計画改定の歩み

委員の委嘱、諮問

暮らしの満足度、施策に対する満足度・重
要度等の調査

市の現状説明    
米沢の魅力や問題点についての意見交換

暮らしの満足度、将来の働き方・暮らし方
等の調査

市民アンケート調査結果の説明 
分野ごとの優先すべき項目と課題の意見
交換

本市の現況説明、米沢市まちづくり総合
計画前期基本計画の評価・検証に関する
説明、後期5箇年間におけるまちづくり
の視点について

分野ごとの課題に対する解決方法・取組
についての意見交換

将来のＵターン意向・本市との関わり方
等の調査

意見の発表    
意見書の提出

市民・高校生・大学生・転出者アンケート
の結果、よねざわまちづくりフォーラム
で出された意見に関する説明

後期基本計画(案)第1章・第3章の検討

後期基本計画(案)第4章・第5章の検討  

後期基本計画(案)第6章の検討

後期基本計画(案)第2章の検討

後期重点事業(案)の検討、ＳＤＧｓの取
組に関する説明

後期基本計画(案)全体の検討

後期基本計画(案)に対し、議会から意見
書提出

後期基本計画(案)に対し、市民からの意
見を募集

最終答申案について   
答申

第1回総合計画審議会

市民アンケートの実施  

第1回よねざわまちづくり
フォーラム

高校生アンケートの実施 
大学生アンケートの実施

第2回よねざわまちづくり
フォーラム   

第2回総合計画審議会  
    
    

第3回よねざわまちづくり
フォーラム

転出者アンケートの実施 

第4回よねざわまちづくり
フォーラム

第3回総合計画審議会  
    

第4回総合計画審議会

第5回総合計画審議会  

第6回総合計画審議会

第7回総合計画審議会

第8回総合計画審議会  

第9回総合計画審議会

議会からの意見書提出  

パブリック・コメントの 
実施

第10回総合計画審議会

8月21日

8月～9月 

9月26日 

9月～10月 
10月

10月24日 
  

10月30日 
  
  

11月19日 
 

11～12月 

12月18日 

1月31日 
  

3月16日

4月20日 
(書面開催)

6月29日

7月17日

9月2日  

10月14日

11月30日 

12月1日～ 
21日

2月2日

時　　期

令
和
元
年

令
和
２
年

令
和
３
年

項　　目 内　　容
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総　政　第 142 号　
令和元年 8月 21 日　

　米沢市総合計画審議会
　　会長　尾　形　健　明　 様

米沢市長　中 川　　勝　　

米沢市まちづくり総合計画の基本計画の改定について（諮問）

　米沢市総合計画審議会条例（昭和 40 年米沢市条例第 22 号）第 2 条の規定により、次のと
おり諮問します。

諮　問
　米沢市まちづくり総合計画は、総合的かつ計画的なまちづくりを推進するための各種個
別計画の指針となる役割を担うものであります。
　この総合計画の前期 5 箇年が令和 2 年度で経過することから、同計画の基本構想に定め
る本市の将来像「ひとが輝き　創造し続ける　学園都市・米沢」の実現に向けた基本計画
について、進捗状況や社会情勢の変化を踏まえて改定を行うため、貴審議会の意見を求め
ます。

諮　問

令和 3年 2月 2日　

米沢市長　中　川　　勝　様

米沢市総合計画審議会　
会長　尾　形　健　明　

米沢市まちづくり総合計画の基本計画の改定について（答申）

　令和元年 8 月 21 日付けで諮問のありました米沢市まちづくり総合計画の基本計画の改定
について、慎重に審議を重ね、後期基本計画として別冊のとおり取りまとめましたので答申
します。

別　添
　米沢市まちづくり総合計画の基本計画の改定について（答申）

答　申
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資料４　よねざわまちづくりフォーラム

令和元年9月26日現在
（敬称略、五十音順）

○ よねざわまちづくりフォーラム参加者名簿

参 加 者

安　部　吉　弘
荒　木　　　卓
伊　藤　宏　昭
色　部　文　雄
植　木　深　雪
植　野　みどり
上　村　洋太郎
梅　津　恒　介
江　部　恵　子
遠　藤　秀　平
遠　藤　新　三
大　沼　直　樹
岡　崎　　　正
小　澤　理恵子
加　藤　澄　子
加　藤　　　潤
亀　井　理　瑚
黒　須　敬　子
後　藤　幸　子
佐　藤　奈保子
鈴　木　たみ子
鈴　木　駿　希
鈴　木　美知子
清　野　民　子
髙　橋　捷　夫
髙　橋　仁　志
竹　田　真　吾
永　井　栄　蔵
中　村　　　浩
西　方　健　志
林　　　宗太郎
藤　身　貴　一
本　多　作之助
山　田　あ　い
山　本　彩　矢
横　山　昭　子
横　山　望　美

米沢繊維協議会幹事
アットストリート
公募
一般社団法人山形県建築士会米沢支部代表幹事
公募
公募
JA山形おきたま米沢地区青年部副委員長
九里学園高等学校特別支援教育支援員
米沢市消費生活研究会役員
温泉米沢八湯会専務理事
米沢市老人クラブ連合会会長
テクノサークル米沢会長
米沢市衛生組合連合会副会長
公募
交通安全母の会米沢市連合会会長
公募
公募
公募
塩井コミュニティセンター主事
コミュニティセンター主事会会長
米沢市出逢いの機会づくり応援委員会委員長
まなびす
米沢市芸術文化協会展示部門委員
公募
米沢児童文化協会会長
米沢市学童保育連絡協議会会長代行
米沢地域有機農業推進協議会会長
米沢逸品研究会PR部会長
東北警備保障株式会社指定管理部門統括
公募
米沢駅前商店街振興組合副理事長
米沢市身体障がい者福祉協会副会長
米沢ブランド戦略会議委員
公募
アクセルリンク
米沢市国際交流協会事務局長
公募

注) 肩書きは、令和元年9月26日委嘱当時のもの
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事務局（総合計画作成プロジェクトチーム）

相　田　隆　行
伊　藤　康　弘
後　藤　正　人
佐　藤　多恵子
玉　虫　弘　之
森　谷　久　善

赤　木　博　幸
梅　津　真　二
昆　　　瑞　明
佐　藤　春　樹
堀　内　友　博
横　山　代志範

嵐　　　一　成
尾　崎　悠　樹
佐　藤　　　晶
髙　世　　　琢
松　橋　範　幸
渡　部　靖　央

　よねざわまちづくりフォーラムは、気軽な雰囲気の中、市民にまちづくりへの関心を高めてもらう
とともに、まちづくりの課題について市民自ら解決方法・取組等を考え、米沢市総合計画後期基本計
画（計画期間：令和3年度～令和7年度）に反映させることを目的として、全4回を開催しました。
　多くの方に参加していただくため、広報・ＨＰ等での募集に加え、無作為抽出した500名の市民の
皆様へ参加案内を送付した結果、11名の公募者と、各種団体からの推薦者26名を合わせた計37
名の皆さまに参加していただきました。市の職員プロジェクトチーム18名も進行役として参加し、令
和元年9月26日に第1回がスタートしました。
　フォーラムでは、産業経済・教育学習・健康福祉・生活環境・社会基盤その他の5分野ごとの班に
分かれて意見交換を進めてもらいました。
　第1回フォーラムでは、「米沢の魅力や問題点について」自由に話し合っていただき、意見発表を
行いました。第2回及び第3回フォーラムでは、「優先すべき項目と課題、課題に対する解決方法・取
組について」意見交換を進め、班ごとにとりまとめました。
　なお、各回の開催概要は次のとおりです。

（１）実施概要

回（開催日）

第 1回
（令和元年 9月 26日）

第 2回
（令和元年 10月 24日）

第 3回
（令和元年 11月 19日）

第 4回
（令和元年 12月 18日）

概　　　　　　要
1　主旨説明
2　米沢市まちづくり総合計画・米沢市の現状について説明
3　自己紹介
4　班ごとの意見交換（米沢の魅力や問題点について）

1　市民アンケート評価結果の説明
　  （施策分野ごとの満足度や重要度、暮らしの満足度等）
2　班ごとの意見交換
　  （分野ごとに優先すべき項目と課題について）

班ごとの意見交換
(分野ごとの課題に対する解決方法・取組について)

意見の発表
意見書の提出
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　よねざわまちづくりフォーラムでは、現行のまちづくり総合計画の基本目標に合わせ、次の5つの
分野に分かれて意見交換を行い、課題の優先順位付け及びその解決に向けた取組を意見書として
とりまとめました。

（２）提言分野について

＜意見書概要＞

よねざわまちづくりフォーラムの様子

班及び分野

解決すべき
課題1位

課題解決の
ための取組
（一部抜粋）

解決すべき
課題2位

課題解決の
ための取組
（一部抜粋）

解決すべき
課題3位

課題解決の
ための取組
（一部抜粋）

1班
産業経済分野

米沢の魅力が
伝わる情報発信の
ため、分かりやすい
情報とそのツール
を整備

子ども達が健やか
に成長できる環境
づくりの推進

生まれる前から
大人になるまでの
途切れ無い支援

米沢の未来の街の
あり方・デザイン

冬期も安全安心に
暮らせるための
雪対策

● 米沢市のLINE
　アカウント開設
● 年齢に応じた媒
　体の活用　
● 学生向け米沢市
　内企業情報　等

● 米沢への愛着を
　育むため、全て
　の市民が主体的
　に参加できるイ
　ベントづくり　
　　　　　　　等

● 住宅購入、家賃、
　制服、入学祝金
　等の助成
● 人手を借りられ
　る仕組みづくり
　　　　　　　等

● まちのあり方に
　ついてマスター
　デザインを決定
● 強力な景観条例
　を制定
　　　　　　　等

● 高齢者宅除雪ボ
　ランティアへの
　ポイント付与制度
● 学生主体の除雪
　制度
　　　　　　　等

米沢の魅力が感じ
られる環境づくり
のため、魅力的な
イベントの展開と
創生

大学と連携した
学園都市の推進

支え合いのまち
づくりに向け人と
人とのつながり

情報通信方法の
イノベーション

いざという時に
備える防災意識の
向上

● 体験型イベン
　ト、自然の中で
　遊ぶイベント　
　　　　　　　等

● 米沢において学
　生が起業できる
　風土づくり
● 地域イベントへ
　の学生参加促進
　　　　　　　等

● 隣近所の顔が分
　かるような関係
　づくり
● 災害時に一緒に
　避難できる情報
　管理　　　　等

● 米沢アプリの開発
● 情報発信の広域
　連携化
● フリーWi-Fiの
　整備拡大　　等

● 災害時のシミュ
　レーション映像
　の共有化
● ハザードマップを
　活用した地域ご
　との出前講座 等

魅力的な雇用創出
のため、長く働き
続けられる環境
づくりと人出の
確保

多様な文化と
つながり、交流
するまちづくりの
推進

健康で長生きでき
る仕組みづくり

使いたくなる
公共交通機関

普段から安全を
心がける交通対策

● リタイア年齢層  
　の人材活用
● 若者と企業及び
　教育機関のサ
　ポート構築
● Iターン・Uター
　ン者支援　　等

● 地域イベントへ
　の外国人参加
　促進　　　　等

● 高齢者の就労枠
　の拡大
● 定額制乗り放題
　タクシー
● 子どもと高齢者
　の交流の場　等

● 公共交通利用ポ
　イントの導入
● バスの運行情報
　アプリ
● レンタサイクル
　の充実　　　等

● 多様な交通手段 
　の充実
● スクールバスの
　活用
● 公共交通機関の
　世帯毎の負担 等

2班
教育学習分野

3班
健康福祉分野

4班
生活環境分野

5班
社会基盤・その他分野
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資料５　アンケート結果

○ 市民・大学生・高校生・転出者アンケート概要及び結果

１　調査の目的と実施概要

　令和3年度を始期とする「米沢市まちづくり総合計画後期基本計画」の策定に当たり、市民、高校
生、大学生、転出者を対象として、住民が日頃感じている暮らしの満足度(幸福度)や本市の施策に
係る満足度・重要度、就職や移住・定住に関する意向等について把握するために実施した。

（１）調査の目的

　各アンケートの対象等については以下のとおり。

（２）実施概要

（３）アンケート項目

項　　　目 一般 大学生 高校生 転出者

暮らしの満足度・地域での暮らし

市の施策に対する満足度・重要度

将来の働き方・暮らし方

将来のＵターン意向・本市との関わり方

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

種　別

対象及び
抽出方法

調査期間
(令和元年)

調査方法

配　付　数
回　収　数

回　収　率

3,000
1,210
453
577
180

40.3％

1,419
421
272
148
1

29.7％

1,013
951
475
414
62

93.9％

1,000
278
135
139
4

27.8％

男
女
無回答

内
　訳

市　民

8～9月 10月 9～10月 11～12月

郵送配付・回収 大学配付・回収
インターネット併用 高校配付・回収 郵送配付・回収

インターネット併用

大学生 高校生 転出者
18歳以上の市民
から年齢・性別を
考慮して無作為
抽出（同一世帯か
らは一人）

市内大学に在学
する最終学年の
学生全員
（大学4年生、短
期大学2年生、大
学院修士2年生）

市内高校に在学
する高校3年生
全員

本市から転出し
半年以上が経過
した22～35歳
の方を基準日か
ら遡って全数抽
出（同一世帯から
は一人）
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● 満足度（幸福度）については、高校生が最も高く、市民、大学生の順で下がっている。

● いずれの区分においても10点満点中、5点～8点をつけた方が多く、全体の約7割を占めて
いる。

２　暮らしの満足度（幸福度）等について

（１）暮らしの満足度（幸福度）

● 市民アンケートでは、「家計の状況」が1位となっており、「健康状態」、「家族関係」の順と
なっている。また、年齢別に見ると、20～60歳代では「家計の状況」が1位だが、70歳以上で
は「健康状態」、10歳代は高校生同様「自由な時間」が1位となっている。

● 大学生・高校生アンケートでは、「家族関係」を除きほぼ同じ傾向にあり、「自由な時間」、「充
実した余暇」に加え「友人関係」が上位を占めている。

● 全体として、「精神的なゆとり」が上位にある。

（２）暮らしの満足度（幸福度）を判断する際に重視した点

【表2-1　暮らしの満足度（幸福度）】
市民 大学生 高校生

平均値（点） 5.84 5.58 6.54
回答者割合（％）

０点 0.9 3.1 1.5
１点 1.3 1.7 0.3
２点 2.6 4.3 1.9
３点 7.3 8.1 4.0
４点 8.5 9.0 5.2
５点 22.1 17.6 19.7
６点 13.1 17.1 11.8
７点 18.5 22.8 17.0
８点 14.9 11.4 18.2
９点 2.9 2.4 5.9
１０点 2.9 2.4 10.2
無回答 4.9 0.2 4.4

【表2-2　暮らしの満足度（幸福度）を判断する際に重視した点】

市民 大学生 高校生
1. 家計の状況（所得や消費） 59.5% 32.8% 27.5%
2. 就業状況（仕事の有無・安定） 31.8% 11.4% 13.2%
3. 健康状態 51.7% 23.8% 30.5%
4. 自由な時間 26.4% 36.8% 44.8%
5. 充実した余暇 21.3% 42.8% 36.1%
6. 仕事の充実度 17.3% 33.7% 31.5%
7. 精神的なゆとり 37.4% 38.2% 34.6%
8. 趣味、社会貢献などの生きがい 20.5% 35.6% 30.1%
9. 家族関係 39.7% 10.0% 37.1%
10. 友人関係 17.4% 35.6% 44.3%
11. 職場の人間関係 13.3% 22.1% 29.4%
12. 地域コミュニティとの関係 13.3% 10.7% 16.4%
13. その他 4.7% 11.2% 5.7%
無回答 2.3% 0.5% 0.7%

（複数回答：あてはまるもの全てを選択）

152

第
１
部

序
　
論

第
２
部

基
本
計
画

資
　
料
　
編

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章



● いずれのアンケートでも「健康」、「安全安心」、「便利さ」が上位を占めているが、大学生では
「便利さ」が突出している。

● 「環境」については、大学・高校生の方が重視する傾向にある。

（３）特に大事だと思う分野

● いずれのアンケートでも「収入・家計に関すること」が1位となっている。

● 市民は、「自分・家族の健康」や「介護や医療」を重視する傾向にある。

● 大学・高校生は、「就職に関すること」に悩み・不安を感じている。

（４）将来の暮らしについての悩みや不安

【表2-3　特に大事だと思う分野】（複数回答：3つまで選択）
市民 大学生 高校生

1. 健康 76.2% 56.3% 53.8%
2. 子育て・教育 26.0% 12.4% 31.4%
3. 環境 19.7% 31.4% 36.5%
4. つながり 20.8% 18.5% 20.0%
5. 安全安心 32.5% 32.8% 42.6%
6. 便利さ 42.5% 72.7% 43.4%
7. にぎわい 15.9% 23.0% 21.1%
8. 介護・福祉 29.5% 3.8% 11.0%
9. 文化・生涯学習 3.6% 9.0% 6.7%
10. 自律 4.9% 4.0% 4.2%
11. その他 1.5% 2.4% 0.9%
12. 特に大事だと思う分野はない 0.9% 0.5% 0.6%
無回答 2.2% 0.0% 0.5%

【表2-4　将来の暮らしについて、どのようなことに悩みや不安を感じるか】
（複数回答：3つまで選択）

市民 大学生 高校生

1. 自分の健康に関すること 48.3% 27.1% 23.6%

2. 家族の健康に関すること 40.8% 21.6% 23.7%

3. 収入・家計に関すること 56.4% 64.4% 56.6%

4. 就職に関すること 8.3% 39.2% 38.8%

5. 住まいに関すること 12.6% 18.8% 17.9%

6. 介護や医療に関すること 38.2% 11.4% 12.9%

7. 子育てや子どもの将来に関すること 22.0% 17.3% 26.2%

8. 家族や配偶者に先立たれた後のこと 19.6% 7.8% 13.6%

9. 災害に関すること 7.0% 15.2% 18.7%

10. 日常の買い物や移動手段に関すること 18.0% 17.3% 11.7%

11. その他 2.1% 1.7% 0.5%

12. 特にない 1.8% 3.8% 5.5%

無回答 0.8% 0.7% 0.7%
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● 市民、高校生は、「どちらかといえば暮らしやすい」という意見が多いが、大学生は「どちら
かといえば暮らしにくい」という意見が多い。

● 「暮らしやすい」、「暮らしにくい」と思う理由については、市民、大学生、高校生に共通して同
じような意見が寄せられた。

（５）米沢市が暮らしやすいまちであると思うか

● 市民の約8割は「当分住むつもり」という回答。

● 大学・高校生は、「仕事・学校等の事情」で転居する意向が多いが、大学生に比べて、高校生
の定住意向の方が高い傾向にある。

● 住み続けたい理由としては、「自然環境」、「治安がよい」、「両親等が市内に住んでいる」な
どの理由が多いが、「特に転居したいところがない」という意見も多い。

● 転居したい理由としては、「買い物や生活に不便」、「交通の便が悪い」という意見が多い。

（６）米沢市にこれからも住んでいたいと思うか

【表2-5-2　「暮らしやすい」と思う理由】

● 災害が少ない
● 自然が豊か、環境が良い
● 治安が良い

【表 2-5-3　「暮らしにくい」と思う理由】

● 雪が多い、除雪が大変
● 公共交通機関の便が悪い、車がないと不便
● 子どもが遊べる施設が少ない
● 商業施設が少ない

【表 2-5-1　米沢市が暮らしやすいまちであると思うか】
市民 大学生 高校生

1. 暮らしやすい 9.7% 6.2% 30.3%
2. どちらかといえば暮らしやすい 52.5% 29.2% 44.8%
3. どちらかといえば暮らしにくい 28.8% 44.4% 19.6%
4. 暮らしにくい 6.3% 20.0% 3.9%
無回答 2.7% 0.2% 1.5%

【表 2-6-1　米沢市にこれからも住んでいたいと思うか】 （単位：人、％）

市民(n=1,210) 大学生(n=421) 高校生(n=951)

ずっと住むつもり 640 52.9% 7 1.7% 96 10.1%

当分転居するつもりはない 341 28.2% 11 2.6% 143 15.0%

そのうち転居したい 165 13.6% 91 21.6% 189 19.9%

近いうちに転居する 35 2.9% 270 64.1% 214 22.5%

無回答 29 2.4% 42 10.0% 309 32.5%
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● 普段の暮らしで感じることや取り組んでいることに関して22項目を例示し、「とてもそう思
う」、「どちらかといえばそう思う」、「あまりそう思わない」、「まったくそう思わない」の4段階
で質問した。           
　市民、大学生、高校生ごとの「そう思う」・「そう思わない」※と回答した上位3項目について
は次表のとおり。

（７）普段の暮らしで感じること

※「そう思う」：「とてもそう思う」と「どちらかといえばそう思う」の合計
　「そう思わない」：「あまりそう思わない」と「まったくそう思わない」の合計

【表 2-6-2　住み続けたい理由】（複数回答：3つまで選択） （単位：人、％）

市民(n=981) 大学生(n=18) 高校生(n=239)
1. 自然環境にめぐまれている 431 43.9% 6 33.3% 102 42.7%
2. 地域での人間関係がよい 183 18.7% 3 16.7% 54 22.6%
3. 買い物や生活に便利 237 24.2% 1 5.6% 37 15.5%
4. 交通の便がよい、通勤・通学に便利 66 6.7% 0 0.0% 6 2.5%
5. 子育て・教育の環境がよい 24 2.4% 0 0.0% 16 6.7%
6. 保健・福祉・医療が充実している 36 3.7% 0 0.0% 9 3.8%
7. 行政サービスが充実している 12 1.2% 0 0.0% 4 1.7%
8. 住宅事情がよい 87 8.9% 0 0.0% 10 4.2%
9. 治安がよい 331 33.7% 6 33.3% 105 43.9%
10. まちのイメージがよい 24 2.4% 4 22.2% 32 13.4%
11. 両親や親戚が市内に住んでいる 334 34.0% 6 33.3% 90 37.7%
12. 特に転居したいところがない 295 30.1% 6 33.3% 51 21.3%
13. その他 137 14.0% 0 0.0% 7 2.9%
14.仕事・学校・家庭の事情（大学・高校のみ） 8 44.4% 49 20.5%
無回答 11 1.1% 0 0.0% 4 1.7%

【表 2-6-3　転居したい理由】（複数回答：3つまで選択） （単位：人、％）

市民(n=200) 大学生(n=361) 高校生(n=403)
1. 自然環境がよくない 45 22.5% 33 9.1% 14 3.5%
2. 地域での人間関係がよくない 12 6.0% 7 1.9% 6 1.5%
3. 買い物や生活に不便 67 33.5% 129 35.7% 130 32.3%
4. 交通の便が悪い、通勤・通学に不便 64 32.0% 137 38.0% 127 31.5%
5. 子育て・教育の環境がよくない 25 12.5% 4 1.1% 17 4.2%
6. 保健・福祉・医療が充実していない 42 21.0% 4 1.1% 13 3.2%
7. 行政サービスがよくない 29 14.5% 9 2.5% 20 5.0%
8. 住宅事情がよくない 28 14.0% 3 0.8% 8 2.0%
9. 治安がよくない 3 1.5% 7 1.9% 10 2.5%
10. まちのイメージがよくない 13 6.5% 19 5.3% 15 3.7%
11. 両親や親戚が遠くに住んでいる 32 16.0% 38 10.5% 6 1.5%
12. 仕事・学校・家庭の事情 46 23.0% 226 62.6% 215 53.3%
13. その他 42 21.0% 44 12.2% 67 16.6%
無回答 2 1.0% 1 0.3% 4 1.0%
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【表 2-7-1「そう思う」上位 3項目】

順位 市　民 大学生 高校生

1

2

3

日常的な買い物は市内で
している

自然の豊かさを実感して
生活している

子どもが健やかに成長
している

日常的な買い物は市内で
している

自分自身は、現在健康で
ある

自然の豊かさを実感して
生活している

日常的な買い物は市内で
している

自身の人権が守られて
いる

自分自身は、現在健康で
ある

【表 2-7-2「そう思わない」上位 3項目】

【表 2-7-3　質問項目一覧】

順位 市　民 大学生 高校生

1

2

3

地域が元気で、産業に活力
がある

自身はまちづくりを担う
一員と感じる

市外から人が訪れたくなる
魅力のあるまちだと思う

自身はまちづくりを担う
一員と感じる

市役所や市政を身近に
感じる

地域とつながりを持って
暮らせている

市外から人が訪れたくなる
魅力のあるまちだと思う

自身はまちづくりを担う
一員と感じる

市役所や市政を身近に
感じる

● 「そう思う」、「そう思わない」共に同じような項目が上位を占めている。

● 「そう思わない」の上位項目を見ると、まちづくりに関する当事者意識や、シビックプライド
が薄く、市政との距離を感じていることが伺える。

（1） 日常生活での外出や移動に支障はない 
（2） 日常的な買い物は市内でしている
（3） 環境美化に取り組んでおり、生活環境に不快を感じることはない
（4） 自然の豊かさを実感して生活している 
（5） 省エネやリサイクルに取り組んでいる 
（6） 災害時に備えた安全安心なまちづくりが進んでいる
（7） 地域の治安はよく、犯罪や交通事故が少ない
（8） 地域が元気で、産業に活力がある
（9） 市外から人が訪れたくなる魅力のあるまちだと思う 
（10） 仕事などに生きがいを感じつつ、余暇などを楽しみながら暮らせている 
（11） 日常生活を送るうえで経済的（金銭的）・身体的な不安は感じない
（12） 市民の歴史や文化に愛着を感じている
（13） 子どもが健やかに成長している
（14） 文化・芸術に触れたり、スポーツや学習のできる環境がある 
（15） 地域の行事や祭りに参加している 
（16） 自分自身は、現在健康である 
（17） 高齢者や障がいのある人が地域で安心して暮らせる支援がある
（18） 安心して医療が受けられる
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（19） 市役所や市政を身近に感じる
（20） 自身はまちづくりを担う一員と感じる
（21） 地域とつながりを持って暮らせている
（22） 自身の人権が守られている

３　各施策に対する満足度・重要度について

　市民向けのアンケートにおいて、米沢市まちづくり総合計画の全施策に対する満足度・重要度を
それぞれ尋ね、その結果を指数化して、施策ごとにまとめた。

　（「満足している（重要である）」×5+「比較的満足している（比較的重要である）」×4+「どち
らでもない」×3+「やや不満である（あまり重要でない）」×2+「不満である（重要でない）」×
1）÷（全回答数－「わからない」の回答数－無回答数））

【指数化の方法】

　各施策に対する満足度・重要度を指数化した平均値を見ると、満足度は「やや不満」、重要
度は「比較的重要」という傾向にある。

● 重要度は高いが、満足度が低い施策（改善が必要とされる施策）    
「商工業振興」「雇用」「障がい福祉」「社会保障制度」「道路・交通網」    
「防犯・交通安全」「雪対策」

● 重要度・満足度が共に高い施策（現在の水準を維持していくべき施策）    
「学校教育」「医療体制」「健康増進・保健活動」「上水道・水環境」    
「環境保全」「消防・防災」

【施策の評価結果】

【選択肢】

満　　足　　度
満足している ・・・・・・・・・・・・・・ 5
比較的満足している ・・・・・・・・ 4
どちらでもない ・・・・・・・・・・・・ 3
やや不満である ・・・・・・・・・・・・ 2
不満である ・・・・・・・・・・・・・・・・ 1

重要である ・・・・・・・・・・・・・・・・ 5
比較的重要である ・・・・・・・・・・ 4
どちらでもない ・・・・・・・・・・・・ 3
あまり重要でない ・・・・・・・・・・ 2
重要でない ・・・・・・・・・・・・・・・・ 1

重　　要　　度

項　　目
満足度
重要度

2.96
4.02

平　均　値
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４　将来の働き方・暮らし方について

【表3-1　施策ごとの満足度・重要度指数の相関関係】

満　足　度

重
　要
　度

(1)商工業振興
(2)観光振興
(3)農林業振興
(4)雇用
(5)生涯学習
(6)学校教育
(7)スポーツ
(8)文化・芸術
(9)国内・国際交流
(10)学園都市の推進
(11)健康増進・保健活動
(12)子育て支援
(13)介護・高齢福祉
(14)障がい福祉
(15)地域福祉
(16)医療体制
(17)社会保障制度
(18)住環境
(19)土地利用・景観
(20)道路・交通網
(21)上水道・水環境
(22)情報通信環境
(23)環境保全
(24)消防・防災
(25)防犯・交通安全
(26)雪対策
(27)市民協働・地域コミュニティ
(28)男女共同参画
(29)行政経営
(30)広域連携

● 大学生の約9割、高校生の約6割が「市外」に就職を希望している。

● 当該地域を選んだ理由として、大学生は、「希望する就職先の企業がある」、「生活する上で
利便性が高い」という回答が4割を超え、「自分の出身地」という理由が約3割を占めた。

● 米沢市以外で就職したい理由として、大学生、高校生ともに「希望する就職先がない」、「生
活するのに便利そう」、「楽しめる場所や施設が少ない」が上位を占めた。

（１）就職を希望する場所とその地域を選んだ理由

【表4-1-1　就職を希望する場所】
大学生 高校生

1. 米沢市 1.9% 20.3%

2. 山形県（米沢市を除く） 9.0%

3. 東北地方（米沢市・山形県を除く） 23.0%

4. 首都圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県） 39.7%

5. 1～4 以外の地域 16.2%

6. 米沢市から通える地域であれば、どこでもよい 0.2%

7. 就職できれば、どこでもよい 9.0%

8. 市外（高校生のみ） 55.1%

9. わからない（高校生のみ） 20.9%

無回答 1.0% 3.7%

※大学生と高校生で設問の内容が異なる。2～ 7は大学生、8～ 9は高校生に対する設問。
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● 仕事を選択する上で重視することとしては、大学生、高校生ともに「給与」が1位であり、次
いで「休みの日数」や「仕事の内容・やりがい」といった項目が上位にある。

● 将来、就職先を決める際に重視することとしては、大学生、高校生ともに「自分が興味のあ
る仕事ができる」、「安定している」が上位を占める。また、高校生では「自分の夢を実現でき
る」という回答も上位にある。

（２）仕事・就職先を選択する上で重視すること

【表4-1-2　米沢市以外で就職したい理由】 （複数回答：3つまで選択）

大学生 高校生

1. 希望する就職先がないから 48.6% 40.3%

2. 親元を離れて暮らしたいから 3.2% 24.4%

3. 楽しめる場所や施設が少ないから 38.9% 39.3%

4. 米沢市に魅力を感じないから 26.2% 19.3%

5. 他の地域を知ってみたいから 10.3% 29.6%

6. 他の地域の方が交通機関や買い物など、生活するのに便利そうだから 41.4% 31.9%

7. 特に理由はない 3.5% 6.5%

8. 実家のある市町村で就職したいから 22.4% 5.0%

9. その他 4.3% 5.2%

無回答 4.6% 2.1%

【表 4-2-1　仕事を選択する上で重視すること】 （複数回答：3つまで選択）

大学生 高校生

1. 給与 74.1% 67.8%

2. 労働時間 24.5% 24.5%

3. 休みの日数（有休の取得など） 46.3% 41.4%

4. 通勤時間 9.0% 6.5%

5. 職場の人間関係 35.9% 29.5%

6. 福利・厚生 42.3% 15.7%

7. 法令順守 3.3% 2.9%

8. 仕事の内容・やりがい 44.7% 46.9%

9. 介護・育休制度の有無 1.4% 6.1%

10. その他 0.5% 1.1%

無回答 0.5% 11.9%
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● 大学生、高校生ともに、「若者にとってやりがいのある仕事の創出」、「賃金・給与などの待遇
改善」が上位を占めた。

（３）若者が米沢市で働くために必要なもの

【表4-2-2　将来、就職先を決める際に重視すること】 （複数回答：3つまで選択）

大学生 高校生
1. 大企業で有名である 11.9% 7.0%
2. 自分が興味のある仕事ができる 57.2% 51.7%
3. 安定している（将来性がある） 45.6% 50.2%
4. 自由な雰囲気がある 16.2% 14.0%
5. 国際的な仕事ができる 5.5% 5.0%
6. 人や地域のために仕事ができる 12.4% 17.5%
7. 正社員雇用である 16.9% 10.5%
8. 実家から通える 7.8% 5.9%
9. 自分の知識や技術が活かせる 16.6% 13.8%
10. 給料が高い 24.2% 25.1%
11. 自分の夢を実現できる 13.3% 29.9%
12. 休みがとりやすい 23.5% 21.6%
13. 残業が少ない 12.6% 9.0%
14. 就職先に先輩や友人がいる 1.0% 1.8%
15. 周囲の公共交通、買い物先などが充実している 7.1% 5.6%
16. 働きながら勉強や資格取得などができる環境がある 6.7% 5.4%
17. 親の意見 0.2% 1.5%
18. その他 1.0% 0.6%
無回答 0.5% 1.9%

【表 4-3　若者が米沢市で働くために必要なもの】 （複数回答：3つまで選択）

大学生 高校生

1. 若者にとってやりがいのある仕事の創出 43.5% 58.8%

2. 研修など技術習得の支援 7.6% 13.8%

3. 若者の雇用に対する事業者への支援 21.1% 25.9%

4. 中小企業等の事業拡大への支援 13.5% 12.4%

5. インターンシップの導入・充実 8.1% 17.8%

6. 新たな企業の誘致 34.2% 26.9%

7. 市内の雇用情報発信の充実 11.4% 10.3%

8. 賃金・給与などの待遇改善 57.0% 45.8%

9. 職場での福利厚生の充実 25.2% 19.7%

10. その他 10.9% 2.9%

無回答 1.4% 1.9%

160

第
１
部

序
　
論

第
２
部

基
本
計
画

資
　
料
　
編

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章



● 大学・高校又は進学先を卒業した後、米沢市に住みたいかどうかを質問したところ、大学生
の8割以上、高校生の約4割が「住まないつもり」と回答した。

● 米沢市に住みたい理由としては、大学生、高校生ともに「米沢市が住みよいまちだから」を
上位に挙げ、高校生では「生まれ育ったふるさとだから」が約6割と最も多い回答だった。

● 米沢市に住まない理由としては、大学生、高校生ともに「希望する就職先がないから」、「他
の地域の方が暮らすのに便利そう」、「米沢市に執着がない」が上位を占めた。また、大学生
においては、「公共交通が不便」という意見が多かった。

（５）卒業後の定住意向

【表4-5-1　大学・高校又は進学先を卒業した後、米沢市に住みたいか】 （単位：人、％）

大学生(n=421) 高校生(n=951)

1. ぜひ住みたいと思っている 10 2.4% 148 15.6%

2. すぐではないが、いつかは住みたいと思っている 13 3.1% 100 10.5%

3. 住まないつもり 345 81.9% 371 39.0%

4. 今はわからない 51 12.1% 293 30.8%

無回答 2 0.5% 39 4.1%

【表 4-5-2　米沢市に住みたい理由】（複数回答：3つまで選択） （単位：人、％）

大学生(n=23) 高校生(n=248)

1. 生まれ育ったふるさとだから 6 26.1% 150 60.5%

2. 米沢市に友人、知人が多いから 9 39.1% 85 34.3%

3. 米沢市が住みやすいまちだから 12 52.2% 104 41.9%

4. 親や親戚等の近くで暮らしたい（または、一緒に暮らしたい）から 6 26.1% 73 29.4%

5. 親や親戚が望むから 1 4.3% 17 6.9%

6. 家業を継ぐから 0 0.0% 12 4.8%

7. 米沢市に希望する就職先があるから 4 17.4% 62 25.0%

8. その他 1 4.3% 8 3.2%

無回答 2 8.7% 0 0.0%

● 大学生、高校生ともに、半数以上が「企業情報などの情報発信」を挙げた。

（４）就労・雇用の充実を図るために市が行うべき施策について

【表4-4　就労、雇用の充実を図るために市が行うべき施策】 （複数回答：3つまで選択）

大学生 高校生

1. 企業情報などの情報発信 53.7% 54.9%

2. 企業などと連携した職業体験 35.2% 36.3%

3. 資格取得に関する支援 20.0% 36.9%

4. 就労に関する相談窓口 28.0% 27.0%

5. 起業支援 25.4% 33.1%

6. 職場環境向上のための企業向け広報 24.0% 19.0%

7. その他 8.6% 2.2%

無回答 2.1% 2.9%

161



● 大学生、高校生ともに、「公共交通機関の便がよい」、「治安が良く、災害が少ない」、「商店や
商業施設の充実度」が上位を占めた。

（６）暮らすまち（地域 )を検討する際に重視すること

● 大学生を対象に「Ｕターン、移住・定住の促進にあたり力を入れるべき支援」について質問し
たところ、「商業施設の誘致」が46.3％と最も多くなっている。次いで「子育て世代への支
援」で37.3％、「転入者に対する支援」で31.4％となっている。

（７）Ｕターン、移住・定住の促進に当たり力を入れるべき支援

【表4-5-3　米沢市に住まない理由】（複数回答：3つまで選択） （単位：人、％）

大学生(n=345) 高校生(n=371)

1. 米沢市に希望する就職先がないから 200 58.0% 162 43.7%

2. ほかの地域の方が、今よりも暮らすのに便利そうだから（買い物、娯楽など） 147 42.6% 141 38.0%

3. 公共交通が不便だから（鉄道、バス） 141 40.9% 77 20.8%

4. 米沢市に魅力を感じないから 64 18.6% 79 21.3%

5. 米沢市に執着がないから（米沢市である必要がない） 106 30.7% 134 36.1%

6. 米沢市に友人、知人が少ないから 5 1.4% 2 0.5%

7. ほかに気に入っているまちがあるから 14 4.1% 50 13.5%

8. 実家を離れて住みたいから 4 1.2% 61 16.4%

9. 実家のある市町村に住みたいから 64 18.6% 30 8.1%

10. 仕事・学校・家庭の事情 57 16.5% 63 17.0%

11. その他 19 5.5% 14 3.8%

無回答 0 0.0% 1 0.3%

【表 4-6　暮らすまち（地域）を検討する際に重視すること】（複数回答：3つまで選択）

大学生 高校生

1. 自然環境が豊か 13.3% 28.0%

2. 公共交通機関の便が良い 68.2% 45.2%

3. 職場が近い 34.2% 19.3%

4. 治安が良く、災害が少ない 42.3% 46.5%

5. 教育・保育のサービスの充実度 10.2% 20.3%

6. 医療・福祉のサービスの充実度 15.4% 21.6%

7. 公営住宅や民間アパートの充実度 5.2% 5.4%

8. 商店や商業施設の充実度 44.2% 40.0%

9. 移住者への支援体制 3.8% 5.4%

10. 近所の付き合い、地域活動の活発さ 6.7% 12.4%

11. まちの知名度 1.2% 3.6%

12. 生まれ育った土地 13.3% 8.8%

13. その他 1.2% 1.4%

無回答 2.4% 4.7%

162

第
１
部

序
　
論

第
２
部

基
本
計
画

資
　
料
　
編

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章



５　将来のＵターン、米沢市との関わりについて

● 転出者を対象に転出した理由を質問したところ、「就職」や「転勤」という回答が約7割を占
め、就労形態を見ると7割超が正規雇用という結果だった。

● 転出先の地域としては、県内が約4割、首都圏が約3割という回答であり、転出先の人口規
模としては、約７割が本市よりも大きい都市に転出している。

● 転出者の出身地を見ると、「米沢市」出身という方が4割を超え、県内出身者が7割近くに及
んでいる。

● 女性の転出理由としては、「就職」（38.1％）に次いで「結婚」（29.5％）が挙げられている。ま
た、「結婚」を理由にした方の転出先は「5万人未満」が44.9％と最も多く、次いで「20万人
以上」（40.8％）が続く。

（１）転出した理由と転出先の地域

【表4-7　Ｕターン、移住・定住の促進に当たり力を入れるべき支援】（複数回答：3つまで選択）
1. 転入者に対する支援 31.4% 11. 保育所・放課後児童クラブの充実 9.3%
2. 子育て世代への支援 37.3% 12. 地域資源を活かした自然とふれあう教育 6.9%
3. 二世帯住宅、三世代同居などへの支援 6.4% 13. ブランドカや特徴のある教育機関の誘致 12.6%
4. 移住案内パンフレットの作成 3.3% 14. 地域コミュニティの充実 7.8%
5. 転入に関する相談窓口の設置 6.7% 15. 就業体験・農業体験等が簡単にできる仕組み 6.9%
6. 定住促進専用のホームページ 3.1% 16. 地域活動団体への支援 2.4%
7. 空き家・空き地に関する情報提供 6.7% 17. その他 10.9%
8. 宅地開発 10.5% 18. 特にない 4.5%
9. 商業施設の誘致 46.3% 無回答 1.7%
10. 医療費助成制度 16.4%

【表 5-1-2-1　転出した地域（地域）】

1. 県内 38.8%

2. 宮城県・福島県・新潟 19.4%

3. 首都圏 29.5%

4. その他 11.5%

無回答 0.7%

【表 5-1-1　転出した理由】

男性 女性

1. 就職 41.4% 44.4% 38.1%
2. 転勤 25.5% 37.8% 13.7%
3. 進学 4.3% 3.0% 5.8%
4. 結婚 17.6% 5.9% 29.5%
5. その他(1～4以外) 11.2% 8.9% 12.9%
無回答 0.0% 0.0% 0.0%

全体
属性別
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● 転出後における本市に対する印象の変化を質問したところ、「良くなった」が4割、「変わらな
い」が5割という結果だった。

● 「印象が良くなった」理由としては、「生活する環境」、「自然環境」、「人柄」などが上位を占め
る。

● 「印象が悪くなった」理由としては、「生活する環境」が約７割、「仕事や事業をする環境」が約
5割を占める。

● 本市に対する愛着を質問したところ、7割以上の方が「愛着がある」という回答だった。

（２）本市に対する印象の変化

【表5-1-2-2　転出した地域（人口区分）】

就職 転勤 進学 結婚 その他
1. 5万人未満 21.2% 11.3% 22.5% 0.0% 44.9% 25.8%

2. 5万人以上10万人未満 7.9% 8.7% 5.6% 8.3% 8.2% 9.7%

3. 10万人以上20万人未満 10.8% 13.0% 12.7% 0.0% 6.1% 9.7%

4. 20万人以上 57.9% 66.1% 59.2% 75.0% 40.8% 45.2%

無回答 2.2% 0.9% 0.0% 16.7% 0.0% 9.7%

人口区分 全体
転出理由別

【表 5-1-3　出身地】
1. 米沢市 43.5%

2. 山形県（米沢市を除く） 22.7%

3. 東北地方（米沢市・山形県を除く） 15.5%

4. 首都圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県） 7.6%

5. その他（1～4以外） 10.8%

無回答 0.0%

【表 5-2-1　米沢市に対する印象】
1. 良くなった 40.3%

2. 変わらない 49.6%

3. 悪くなった 9.4%

4. 無回答 0.7%

【表 5-2-2　印象が良くなった・悪くなった理由】（複数回答：3つまで選択）
良くなった 悪くなった

1. 自然環境 49.1%
2. 歴史・文化 32.1%
3. 生活する環境 50.9%
4. 仕事や事業をする環境 15.2%
5. 地域とのふれあい 25.0%
6. 人柄 41.1%
7. 特に理由はない 0.0%
無回答 0.0%

26.9%
0.0%
73.1%
50.0%
19.2%
15.4%
0.0%
0.0%
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● 本市と現在住んでいる地域を比較したときに、どちらの環境が良いかを質問したところ、
「米沢市のほうが良い」項目としては「自然環境」や「治安」、「現在住んでいる地域の方が良
い」項目としては「買い物の利便性」、「娯楽環境（商業施設・レジャー施設等）」、「市内移動
の利便性」が挙げられた。

（３）米沢市と転出先の比較

● 本市へのＵターンについての関心を質問したところ、「大いに関心がある」、「まあまあ関心
がある」という回答は約2割だが、米沢市出身者においてはその割合が3割以上を占める。
一方、「あまり関心がない」、「まったく関心がない」という回答が5割を占めた。

● 本市へのＵターンを検討する場合に期待するサポートとしては、「住宅の取得等に係る経済
的な支援」や「就職への支援」、「住宅情報の提供」などが５割程度を占めている。

● 再び本市で暮らす際に不安なこととしては、約7割が「降雪量の多さ」を挙げ、「就職・転職
先の確保」、「収入の減少」、「公共交通機関が不便」という理由が続いた。特に、首都圏への
転出者に関しては、「降雪量の多さ」よりも「収入の減少」を不安視する傾向にある。

（４）将来のＵターンについて

1.ある 74.1%

2.ない 11.9%

3.わからない 13.3%

4.無回答 0.7%

【表 5-2-3　米沢市への愛着】

20.1%

19.4%

4.0%

14.0%

18.7%

7.9%

22.3%

21.2%

19.1%

21.2%

13.7%

46.4%

51.8%

36.3%

20.1%

69.8%

54.0%

25.2%

26.6%

51.1%

21.6%

52.9%

43.9%

68.7%

60.1%

24.8%

15.5%

19.4%

16.2%

45.7%

10.1%

26.6%

70.1%

58.6%

29.9%

69.8%

24.5%

34.2%

11.2%

17.6%

60.4%

37.1%

27.7%

46.0%

33.1%

買い物の利便性
就労環境

子育て支援サービス
教育環境
医療環境

福祉サービス
公園・スポーツ施設等
文化施設・公民館等

娯楽環境（商業施設・レジャー施設等）
市内移動の利便性
防犯・防災体制

治安
自然環境

地域コミュニティや地域の連帯感
住環境

米沢市の方が良い 現在住んでいる地域の方が良い どちらでもない 無回答

【表 5-3　米沢市と現在住んでいる地域との比較】
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【表 5-4-1-1　米沢市へのUターンについての関心】
1. 大いに関心がある 7.9%

2. まあまあ関心がある 14.7%

3. どちらともいえない 24.8%

4. あまり関心がない 26.3%

5. まったく関心がない 23.7%

無回答 2.5%

※１：米沢市を除く
※２：米沢市、山形県を除く
※３：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県に限る

米沢市 山形県 ※１ 東北地方 ※２ 首都圏 ※３ その他

1. 大いに関心がある 13.2% 6.3% 2.3% 4.8% 0.0%

2. まあまあ関心がある 21.5% 11.1% 11.6% 14.3% 0.0%

3. どちらともいえない 29.8% 19.0% 32.6% 19.0% 10.0%

4. あまり関心がない 22.3% 25.4% 25.6% 33.3% 40.0%

5. まったく関心がない 10.7% 33.3% 27.9% 28.6% 46.7%

無回答 2.5% 4.8% 0.0% 0.0% 3.3%

【表 5-4-1-2　米沢市へのUターンについての関心（出身地別）】

1. 就職への支援 46.0% 7. 住宅情報の提供 46.0%

2. 起業への支援 9.5% 8. 住宅の取得等に係る経済的な支援 54.0%

3. 就農等の支援 3.2% 9. 地域に馴染むための機会や支援 11.1%

4. Uターン相談窓口の開設・拡充 14.3% 10. その他 11.1%

5. Uターンの説明会・セミナーの開催 3.2% 11. わからない 3.2%

6. Uターン者の経験談の提供 7.9% 無回答 3.2%

【表 5-4-2　Uターンを検討する場合、期待するサポート】（複数回答：3つまで選択）

1. 就職・転職先の確保 44.2% 10. 子育て環境や子どもの教育環境 16.5%

2. 収入の減少 38.8% 11. 住居の確保 8.3%

3. 事業拡大や起業が難しい 3.6% 12. 医療・福祉サービス 9.0%

4. 最新の情報が入手しにくい 6.5% 13. 人間関係(地域・近所等の付き合い) 7.6%

5. 公共交通機関が不便 32.0% 14. 友人・知人がいない 8.3%

6. 道路交通網が整備されていない 9.0% 15. 相談相手がいるか 2.2%

7. 降雪量の多さ 69.4% 16. その他 4.0%

8. 自然災害 2.5% 17. 特に不安はない 2.5%

9. ライフスタイルの変化 7.9% 無回答 0.0%

【表 5-4-3　米沢市で暮らすとした際に不安なこと】（複数回答：3つまで選択）
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● 転出後に本市を訪れているかどうかを質問したところ、約8割の方が「訪れている」という回
答だった。

● 訪問以外の本市との関わりについては、「定期的に親類や友人等に連絡をとっている」が約
6割を占める。一方、「特に米沢市と関わる機会はない」が約２割を占めている。

（５）米沢市との関わりについて

1. いる 82.0%

2. いない 17.6%

3. わからない 0.4%

4. 無回答 0.0%

【表 5-5-1　転出後、米沢市を訪れているか】

1. 農産物などを送ってもらっている 13.7%

2. ふるさと納税を行っている 0.7%

3. 親や親せきに仕送りをしている 5.8%

4. 市出身者の会合等に参加している 1.8%

5. 都市部で実施する市の物産販売やイベントに参加している 1.8%

6. 市のホームページを時々見ている 4.0%

7. 定期的に親類や友人等に連絡をとっている 63.3%

8. その他 12.9%

9. 特に米沢市と関わる機会はない 23.7%

無回答 1.1%

【表 5-5-2　訪問以外の米沢市とのつながり】（複数回答：あてはまるもの全てを選択）
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資料６　SDGsのゴールと全施策関係一覧表

実
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段
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シ
ョ
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ネ

ル
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ー

水

・

衛

生

ジ

ェ

ン

ダ

ー

教

育

保

健

飢

餓

貧

困

１－１ 活力ある商工業の振興 ○ ○ ○
１－２ 自然と文化、歴史を活かす観光の振興 ○ ○
１－３ 消費者や時代のニーズに合った農林業の振興 ○ ○ ○ ○ ○
１－４ 安定した雇用と働きやすい環境づくりの推進 ○ ○ ○ ○

２－１ これからの時代を生き抜く力を持つ子どもの育成推進 ○ ○ ○
２－２ 生涯学び、学びを活かして元気に活躍する人づくりの推進 ○
２－３ 多様な文化芸術と歴史・文化が息づき、豊かな心を育む地域づくりの推進 ○ ○
２－４ スポーツで楽しく元気な人づくりの推進 ○ ○ ○
２－５ 大学と連携した学園都市の推進 ○ ○ ○ ○ ○

３－１ 誰もが元気で健やかに暮らせるまちづくりの推進 ○ ○
３－２ 安心して生み育てることができるまちづくりの推進 ○ ○ ○ ○ ○
３－３ 生きがいを持って高齢期を過ごせる長寿のまちづくりの推進 ○ ○ ○
３－４ 誰もが自立を目指せる環境の整備 ○ ○ ○ ○ ○
３－５ 身近な支え合いのあるまちづくりの推進 ○ ○
３－６ 適切な医療を受けられる環境の整備 ○ ○
３－７ 社会保障制度の安定運営 ○ ○ ○ ○

４－１ 快適で住みよい住環境づくりの推進 ○ ○
４－２ 秩序ある土地利用と景観形成の推進 ○ ○ ○
４－３ 利便性の高い道路・交通網の整備 ○ ○
４－４ 安全な水の供給と水環境の保全の推進 ○ ○ ○
４－５ 環境にやさしいまちづくりの推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５－１ いざというときに備えるまちづくりの推進 ○ ○ ○ ○
５－２ 普段から安全を心がけるまちづくりの推進 ○ ○
５－３ 冬期も安全安心に暮らせるまちづくりの推進 ○ ○ ○ ○ ○

６－１ ＩＣＴを活用したまちづくりの推進 ○ ○ ○
６－２ 交流・つながりを通じ、多くのひとを呼び込むまちづくりの推進 ○
６－３ ともに協力し合い、行動するまちづくりの推進 ○ ○ ○
６－４ 男女共同参画の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
６－５ 健全な行政経営の推進 ○ ○
６－６ 他自治体との広域連携の強化 ○

第１章　挑戦し続ける活力ある産業のまちづくり

第２章　郷土をつくる人材が育つ、教育と文化のまちづくり

第３章　子育てと健康長寿を支えるまちづくり

第４章　自然と都市の魅力が調和し、賑わいと交流を促すまちづくり

第５章　安全安心に暮らせるまちづくり

第６章　持続可能なまちづくり（協働・行政経営）

SDGsのゴール

後期基本計画の施策

〇 ・・・ SDGsの17のゴール達成に寄与する施策

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
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第 1章　挑戦し続ける活力ある産業のまちづくり
施策 1-1　活力ある商工業の振興

（注1）工業統計の公表項目に合わせ、後期基本計画では、従業者30人以上の事業所によるものから、従業者4人以上の事業所によるもの（従業者29人以下は粗付加価値額）
　　　 に変更
（注2）利用率とは、利用面積／総面積で算出される面積ベースでの利用割合のこと

施策 1-2　自然と文化、歴史を活かす観光の振興

（注）外国人宿泊者数は、暦年(1～12月)数値

施策 1-3　消費者や時代のニーズに合った農林業の振興

(注)「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（H22)」の施行後に地元産材を利用した公共施設の累計数

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 製造業付加価値額
（工業統計調査）（注1）億円

1,396
（従業者30人以上の
事業所によるもの）

1,219
（従業者4人以上の
事業所によるもの）

1,057
（従業者4人以上の
事業所によるもの）

1,290
（従業者4人以上の
事業所によるもの）

1,465
（従業者4人以上の
事業所によるもの）

未確定 1,650 継続

製造品出荷額等を5,500億円、付
加価値率を過去10年間の平均値
21.9％から上昇させ30％を目指
す。

2 山形大学の市内企業との
共同・受託研究数 件 単年度

42社
延べ27
（27）

延べ47
（20）

延べ72
（25）

延べ86
（14）

延べ105
（19）

延べ100
(R3～7延べ) 継続

年間約20件の新規共同・受託研究
契約を見込む。

3 米沢八幡原中核工業団地
利用率（注2） ％ 91.8 91.8 92.7 92.7 93.7 95.1 99.4 継続

4 米沢オフィス・アルカ
ディア利用率（注2） ％ 56.6 50.2 57.7 75.8 77.7 77.7 87.4 継続

5 創業支援等事業計画に基
づく創業者数 人 - - - - 延べ24

（24）
延べ52
（28）

延べ120
(R3～7延べ) 新規

年間約24人の新規創業者を見込
む。

6 TEAM NEXT YONEZAWA登録
累計件数 件 - - - - 累計84

(84）
累計159
(75）

累計340
(～Ｒ7累計) 新規

年間約30件の新規登録を見込む。

R3～7の間、年1区画の分譲（八幡
原1区画、オフィス・アルカディ
ア4区画、計5区画）を見込む。

継続
状況 後期目標値設定の根拠No 成果指標名

実績値
単位

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 観光入込客数 人 2,800,000 2,646,176 2,538,527 2,671,798 4,217,882 4,476,749 5,137,000 継続

道の駅米沢については、H30年実
績値からR元年15％増加、R2～3年
各5％ずつ増加、R4以降は横ばい
と見込む。その他施設について
は、H30年実績値から毎年度2.5％
ずつ増加を見込む。

2 温泉地（宿泊・日帰り）
入込数 人 150,000 142,047 128,544 126,394 117,647 111,052 136,000 継続

廃業した旅館分を除いたH30年実
績値から、毎年度2.5％ずつ増加
を見込む。

外国人観光客受入数（置
賜地区） 人 13,000 5,727 6,582 11,462 15,686 30,692 -

外国人宿泊者数(注） 人 - - - - 3,479 5,788 12,500
3

継続
状況

指標
変更

後期目標値設定の根拠

（後期基本計画では、置賜地区全
域の指標から米沢市単独の指標に
変更）
H30実績値から、毎年度20%ずつ
増加を見込む。

No 成果指標名
実績値

単位

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 ほ場整備事業等実施総面
積 ha 3,441 3,389 3,389 3,389 3,389 3,389 3,441 継続 農業農村整備事業管理計画の目標

値に基づき設定する。

- 認定農業者数(経営体数) 経営体 350 342 349 346 332 332 - 廃止
総就農人口が減少する中で、認定
者数増加は困難であるため廃止す
る。

2 地元産材を利用した公共
施設数（累計）(注) 件 7

(～Ｒ2累計)
累計6
（1）

累計6
（0）

累計7
（1）

累計7
（0）

累計10
（3）

累計15
(～Ｒ7累計) 継続

前期計画期間と同数程度の施設数
を見込む。

3
地産木材使用住宅等建築
奨励事業における米沢産
材利用量

㎥ - 延べ100
（100）

延べ210
（110）

延べ280
（70）

延べ420
（140）

延べ500
（80）

延べ600
(Ｒ3～7延べ) 新規

H27～R元年実績値の約20％増加を
目指す。

4 年ごとの新規就農者数
（林業従事者を含む） 人 7 延べ5

（5）
延べ10
（5）

延べ20
（10）

延べ44
（24）

延べ59
（15）

延べ50
(R3～7延べ） 継続

農業振興計画の目標値に基づき設
定する。

No 成果指標名
実績値

後期目標値設定の根拠継続
状況単位

資料７　目指す目標値関連数値

＜目標値等数値説明＞ 延べ：一定期間（例：R3～ R7）の合計値
累計：事業開始年度からの合計値　
(　) 内の数値：単年度の値
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施策 2-2　生涯学び、学びを活かして元気に活躍する人づくりの推進

(注)旧図書館H28年2月閉館/現図書館H28年7月1日開館

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

-
コミュニティセンター及
び置賜総合文化センター
の利用者数

人 400,000 429,655 386,169 392,724 386,285 379,998 -

1 コミュニティセンターの
利用者数 人 - 341,623 338,002 328,596 320,989 316,436 330,000

2 置賜総合文化センターの
利用者数 人 - 88,032 48,167 64,128 65,296 63,562 70,000
市民おしょうしなカレッ
ジ参加者の理解度 ％ 80 93 - - - - -

市民おしょうしなカレッ
ジ参加者の満足度 ％ - - - - - 97 98

4 図書貸出冊数（注） 冊 450,000 314,697 391,976 458,206 437,898 446,008 463,000 継続
R2年度から第二期子ども読書活動
推進計画が始まったため、前期目
標値から約3％増加を見込む。

指標
変更

（後期基本計画では、目標値を細
分化）
R元年実績値を踏まえ、さらに高
い数値を目指す。

3

No 成果指標名
実績値

指標
変更

（後期基本計画では、理解度だけ
ではなく理解度も含めた満足度に
変更）
R元年実績値を踏まえ、さらに高
い数値を目指す。

継続
状況 後期目標値設定の根拠単位

(注)置賜文化ホール、市民文化会館、座の文化伝承館、市民ギャラリーの利用件数

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和７年
（2025）

1 文化施設利用件数（注） 件 1,833 1,458 1,777 1,781 1,621 1,554 1,800 継続 団体利用者の減少を考慮し、前期
目標値を修正する。

2 市民芸術祭への参加団体
数 団体 61 56 61 59 62 58 65 継続 年間1件程度の増加を見込む。

3 市指定文化財件数 件 57 55 57 58 58 60 63 継続 2年で1件程度の認定を見込む。

継続
状況 後期目標値設定の根拠No 成果指標名

実績値
単位

施策 2-3　多様な文化芸術と歴史・文化が息づき、豊かな心を育む地域づくりの推進

施策 1-4　安定した雇用と働きやすい環境づくりの推進

(注)ハローワーク米沢管内各年度平均

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 新規高等学校卒業求職者
の就職内定率（注） ％ 100 100 99.8 100 99.8 100 100 継続 新規高等学校卒業求職者全員の内

定を目指す。

2
新規高等学校卒業求職者
の県内事業所への就職率
（注）

％ 80.2 73.6 73.2 74.9 72.8 71.4 79.8 継続
H30実績を基に、毎年度約1ポイン
トずつの上昇を目指す。

3 民間企業における障がい
者雇用率（注） ％ 2 1.78 1.76 1.81 1.74 1.87 2.3 継続

民間企業における法定雇用率
(R3.3月時点でのR7予定)を目指す。

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠単位

第 2章　郷土をつくる人材が育つ、教育と文化のまちづくり
施策 2-1　これからの時代を生き抜く力を持つ子どもの育成推進

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1
自己肯定感（自分には良
いところがあるか）を感
じている子どもの割合

％ -
小学校
75.1%
中学校
72.5%

小学校
81.2%
中学校
73.7%

小学校
82.1%
中学校
75.1%

小学校
90.2%
中学校
84.0%

小学校
85.1%
中学校
78.3%

小学校
90%

中学校
83%

新規
小学校・中学校共に、R元年実績
値から約5ポイント上昇を目指す。

2
自己のキャリア（将来の
夢や目標を持っている
か）について前向きに考
えている子どもの割合

％ -
小学校
86.4%
中学校
75.7%

小学校
86.2%
中学校
72.5%

小学校
90.2%
中学校
71.8%

小学校
86.6%
中学校
75.8%

小学校
82.4%
中学校
71.8%

小学校
88%

中学校
80%

新規
小学校はR元年実績値から約5ポイ
ント上昇を目指す。中学校は、
80％を目指す。

3

思いやり（人が困ってい
るときは、進んで助ける
か）の気持ちを行動に移
そうと考えている子ども
の割合

％ - 項目なし
小学校
86.0%
中学校
81.1%

小学校
87.5%
中学校
84.1%

項目なし
小学校
84.4%
中学校
83.6%

小学校
89%

中学校
88%

新規

小学校・中学校共に、R元年実績
値から約5ポイント上昇を目指す。

4 読書を好む子どもの割合 ％ -
小学校
77.4%
中学校
68.1%

小学校
78.3%
中学校
70.8%

項目なし 項目なし
小学校
75.8%
中学校
65.0%

小学校
80%

中学校
75%

新規
小学校は、80％を目指す。中学校
は、過去最高値（H28年)から約5
ポイント上昇を目指す。

学校給食における置賜産
農産物の使用割合(野菜) ％ 35 35.1 33.6 34.5 29.2 26.6 -

学校給食における置賜産
農産物の使用割合(果物) ％ 30 22.2 22 26.2 18.7 22.5 -

学校給食における置賜産
農産物共同購入対象品目 品目 - 13 13 12 12 12 15

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠

（後期基本計画では、使用割合か
ら、取組の成果を示す共同購入対
象品目に変更）
これまでの共同購入を拡充し、新
たな品目についても対象に加える
ことを目指す。

単位

指標
変更5
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第 3章　子育てと健康長寿を支えるまちづくり
施策 3-1　誰もが元気で健やかに暮らせるまちづくりの推進

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 特定健診受診率 ％ 60 33.5 33 36.5 42.7 50 60 継続
米沢市国民健康保険「第3期特定
健診・特定保健指導実施計画」に
定める目標値に基づき設定する。

- 予防接種率（麻しん・風
しん） ％ 98 94.7 96.6 73.9 91.5 95.1 - 廃止

接種は義務であり、蔓延防止の初
期目的が達成されているため廃止
する。

　胃がん検診受診率 ％ 50 17 15.8 16.8 15.7 18.2 50

　大腸がん検診受診率 ％ 50 26.3 25.1 26.4 26.4 27.6 50

　肺がん検診受診率 ％ 50 25.2 24.1 26.3 26.7 28.1 50

　子宮頸がん検診受診率 ％ 50 27.7 26.1 27.8 27.5 27.2 50

　乳がん検診受診率 ％ 50 25 21.8 22.7 24 25.7 50

- 健康教室受講者数 人 2,000 3,830 3,201 4,617 4,198 3,732 - 廃止
前期目標値達成により廃止する。

7 後期高齢者健康診査受診
率 ％ - - - - 12.4 12.9 22 新規

山形県後期高齢者医療広域連合
「第2期保健事業実施計画」に定
める目標値に基づき設定する。

単位

継続

厚生労働省「がん対策推進基本計
画」に定める目標値に基づき設定
する。

2～6

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠

施策 2-4　スポーツで楽しく元気な人づくりの推進

（注1）H27～H28はスポーツ教室とマラソン大会の参加者数の合計、H29・30はスポーツ教室、マラソン大会、なせばなるスタンプラリーライドの参加者数の合計、
　　　  R1はスポーツ教室、なせばなるスタンプラリーライドの参加者数の合計
（注2）市内22スポーツ施設利用者数

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

スポーツ教室参加者数 人 200 177 179 191 203 198 -

スポーツイベント参加者
数
（注1）

人 - 1,815 1,165 1,414 1,154 347 3,000

2 スポーツイベントボラン
ティア参加者数 人 - 706 75 217 490 465 1,000 新規 R元年実績値の約2倍を目指す。

3 総合型地域スポーツクラ
ブ数 クラブ 5 4 4 4 4 4 5 継続 前期目標値を継続する。

4 スポーツ施設利用状況
（注2） 人 400,000 407,708 371,267 374,773 372,105 380,966 400,000 継続 前期目標値を継続する。

単位No 成果指標名

指標
変更1

継続
状況 後期目標値設定の根拠

実績値

（後期基本計画では、スポーツ推
進計画に合わせ、指標を変更）
H30年実績値の約2.6倍を目指す。

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

累計800 累計451 累計484 累計503 累計532 累計556 累計700
（～R2累計） （67） （33） （19） （29） （24）（～R7累計）

2 米沢市民カレッジ受講者
数 人 80 52 61 57 48 47 60 継続

山大編30名、栄養大・米短編30名
の合計60名を目指す。

3

市内大学生・大学院生と
地元企業のマッチングを
目的としたセミナー・ガ
イダンス・イベント参加
人数

人 - - - 延べ1,099
（1,099）

延べ2,146
（1,047）

延べ3,514
（1,368）

延べ6,000
(Ｒ3～7延べ) 新規

H29～R元年の実績値を基に設定す
る。

単位

組セカンドホーム事業累計
交流組数1 継続

H29～R元年の平均値（年間約24
組）を基に設定する。

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠

施策 2-5　大学と連携した学園都市の推進

施策 3-2　安心して生み育てることができるまちづくりの推進

（注1）保護者の就労等により日中保育を必要とする満3歳以上の児童の保育認定
（注2）保護者の就労等により日中保育を必要とする満3歳未満の児童の保育認定

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1
保育所・認定こども園
（2号認定(注1)）利用定
員数

人 970 747 775 950 968 1,082 1,146 継続
第2期子ども・子育て支援事業計
画の目標値に基づき設定する。

2
保育所・認定こども園等
（3号認定(注2)）利用定
員数

人 806 703 735 822 851 847 847 継続
第2期子ども・子育て支援事業計
画の目標値に基づき設定する。

3 認定こども園への移行施
設数 箇所 5 1 2 5 5 6 7 継続

施設の移行予定希望数に基づき設
定する。

4 保育所の待機児童数
（10月1日現在） 人 0 23 18 12 19 30 0 継続

国の目標値に基づき設定する。

単位 後期目標値設定の根拠No 成果指標名
実績値 継続

状況
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前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 シルバー人材登録者数 人 600 448 423 386 387 376 571 継続
山形県シルバー人材センター連合
会の目標値増加率による推計値と
する。

2 老人クラブの加入者数 人 2,100 1,509 1,521 1,357 1,162 1,095 1,200 継続 R2年実績値（927名）から、年50
名増加を目指す。

通所型･訪問型介護予防事
業によるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ参加者数
(二次予防げんき塾）

人 265 147 132 - - - -

通所型･訪問型介護予防事
業によるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ参加者数
(短期集中訪問･通所)

人 - - - 42 20 14 25

（後期基本計画では、制度改正に
伴い、二次予防げんき塾から短期
集中訪問・通所に指標変更）
　医療系・リハビリ系専門職を有
するサービス事業所の受入可能見
込み数に基づき設定する。

3

継続
状況 後期目標値設定の根拠

指標
変更

単位No 成果指標名
実績値

施策 3-3　生きがいを持って高齢期を過ごせる長寿のまちづくりの推進

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

- 就労支援による一般就労
者数 人 22 7 11 8 - 10 -

1
就労継続支援Ａ型利用者
のうち一般就労に移行し
た人の数

人 - 4 7

2
就労継続支援Ｂ型利用者
のうち一般就労に移行し
た人の数

人 - 5 10

3
就労移行支援利用者のう
ち一般就労に移行した人
の数

人 - 1 4

4
障がいのある人への偏見
や差別、または配慮のな
さがあると思う市民の割
合

％ 30 - 48.6 - - 51.6 20 継続
H28年実績値の半減を見込む。
（調査は3年に1回）

5 グループホームの利用者
数 人 105 117 134 142 147 157 180 継続 R元年までの実績伸び率を基に設

定する。

No 成果指標名
実績値

指標
変更

（後期基本計画では、就労支援形
態により細分化した指標へ変更）
　障がい福祉計画に基づき設定す
る。

単位 継続
状況 後期目標値設定の根拠

施策 3-4　誰もが自立を目指せる環境の整備

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 社会福祉協議会が設置す
るボランティア登録者数 人 1,150 1,004 1,481 1,770 1,601 1,374 1,600 継続 H30年実績値程度を見込む。

2
社会福祉協議会が設置す
るボランティア登録団体
数

団体 75 62 69 59 63 63 65 継続
H30年実績値程度を見込む。

- 福祉協力員設置数 人 1,820 1,967 1,900 1,900 1,847 1,729 - 廃止
社会福祉協議会から町内会に選出
依頼をしている形式的なものであ
るため、廃止する。

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠単位

施策 3-5　身近な支え合いのあるまちづくりの推進

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1
開業医と市立病院の連携
が図られている割合（紹
介率）

％ 48 46.1 47.8 47.4 47.5 58.4 55.0以上 継続
地域医療支援病院要件に基づき設
定する。

2
開業医と市立病院の連携
が図られている割合（逆
紹介率）

％ 65 76.9 62.4 68.6 77.3 106.9 75.0以上 継続
地域医療支援病院要件に基づき設
定する。

継続
状況 後期目標値設定の根拠No 成果指標名

実績値
単位

施策 3-6　適切な医療を受けられる環境の整備

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 国民健康保険税収納率
（現年度） ％ 93.76 93.0 93.6 94.1 94.6 94.6 94.6 継続 過去実績値に基づき設定する。

2 後期高齢者医療保険料収
納率（現年度） ％ 99.65 99.3 99.4 99.4 99.6 99.3 99.7 継続 過去実績値に基づき設定する。

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠単位

施策 3-7　社会保障制度の安定運営
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施策 4-2　秩序ある土地利用と景観形成の推進
前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1
花と樹木におおわれたま
ちづくりモデル事業累積
参加者数

人 累計8,800 累計4,700
（600）

累計5,300
（600）

累計5,900
（600）

累計6,500
（600）

累計7,100
（600）

累計
11,800

(～Ｒ7累計)
継続

前期目標値から、年間600人増加
を見込む。（植樹桝575箇所≒600
人）

2 公共用地への樹木植栽累
積本数 本 累計1,320 累計1,139

（65）
累計1,189
（50）

累計1,298
（109）

累計1,400
（102）

累計1,470
（70）

累計1,960
(～Ｒ7累計) 継続

H27～H30年の実績に基づき年間約
80本の増加を見込む。（H30年累
計に毎年80本）

No 成果指標名 単位
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠

施策 4-3　利便性の高い道路・交通網の整備

（注）（）内は、実施数/橋梁数

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 道路網の歩道延長 km 100.66 99.13 99.91 99.82 99.90 99.90 100.87 継続
現在継続している道路改良に伴う
歩道整備計画延長に基づき設定す
る。

2 15 2 3 7 11 15 19
（45/306）（6/306）（9/306）（20/306）（35/306） (46/306)（58/304）

3 km 延べ2.34 延べ1.02 延べ1.77 延べ2.59 延べ2.65 延べ2.82 延べ1.22
(H27～R2延べ) （1.02） （0.75） （0.82） （0.06） （0.17） (R3～7延べ）

- 都市計画道路の整備状況 ％ 41.1 39.9 40.1 52.2 52.5 52.5 - 廃止 前期目標値達成により廃止する。

4
市街地循環バス（右回り
線・左回り線）の平均乗
車人数

人/便 15.2 12.8 12.7 13 12.7 11.8 15.6 継続
一般財源の負担が0円(使用料等で
運営可)となる値を基に設定する。

5 市街地循環バス南回り線
の平均乗車人数 人/便 10.3 8.3 9 10.3 9.4 8.5 11.5 継続 経費に占める収入の割合が35％と

なる値を基に設定する。

％

継続

継続
状況 後期目標値設定の根拠

継続 年間2橋の実施を見込む。
(R2年度以後、橋梁数は2減の304)

No 成果指標名
実績値

道路の改良延長
（供用開始延長）

現在継続している道路改良事業の
整備計画延長に基づき設定する。

長寿命化対策を実施した
橋梁数の割合（注）

単位

第 4章　自然と都市の魅力が調和し、賑わいと交流を促すまちづくり
施策 4-1　快適で住みよい住環境づくりの推進

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

- 街区表示板取付総数 箇所 2,600 2,151 2,151 2,151 2,151 2,139 - 廃止

街区表示について、当面は損傷対
応を中心に取り組む方針であるた
め、総数を増加するという目標値
を廃止する。

1
不良住宅・特定空家等除
却促進事業における除却
件数

件
18

(Ｈ27～Ｒ2延
べ)

延べ3
(3）

延べ6
（3）

延べ9
（3）

延べ12
（3）

延べ17
（5）

延べ75
(Ｒ3～7延べ) 継続

非課税世帯のみであった補助金対
象者を低所得者まで拡大したこと
により、年間15件を見込む。

2 空き家・空き地バンク登
録数 件 - - - - 延べ12

（12）
延べ37
（25）

延べ75
(Ｒ3～7延べ) 新規

空き家対策計画の目標値（H30～
R4）に基づき設定する。

3 空き家・空き地利活用支
援事業の活用件数 件 - - - - - 延べ32

（32）
延べ110
(Ｒ3～7延べ) 新規

年間22件程度の利活用を目指す。

4 創業支援等事業計画に基
づく空き店舗利活用者数 人 - - - - 延べ2

（2）
延べ4
（2）

延べ10
(Ｒ3～7延べ) 新規

H30・R元年実績値を基に年間2件
を見込む。

後期目標値設定の根拠単位No 成果指標名
実績値 継続

状況

施策 4-4　安全な水の供給と水環境の保全の推進
前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

- 主な河川の水質汚濁に係
る環境基準達成率ＢＯＤ ％ 100 100 100 100 100 100 - 廃止

生活排水対策により、既に環境基
準の達成が図られているため廃止
する。

1 水道管路の耐震化率 ％ - 7.5 8.2 9 9.4 9.8 13.8 新規 米沢市新水道ビジョンに基づき、
R7年度の目標値を設定する。

2 下水道水洗化率 ％ 89.1 85.5 86.1 87.4 88.2 88.2 91.2 継続
今後の人口減少及び工事による下
水道への接続件数を予測し設定す
る。

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠単位

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 ごみの総排出量 ｔ 26,500 28,185 26,768 26,632 27,102 27,042 25,000 継続 第3期米沢市ごみ処理基本計画に
定める目標値に基づき設定する。

2 公害苦情件数 件 150 154 106 90 84 78 (Ｒ元年比)
10％減 継続 前期目標値から半減程度（70件程

度）を目指す。

継続
状況 後期目標値設定の根拠成果指標名

実績値
単位

施策 4-5　環境にやさしいまちづくりの推進
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施策 5-3　冬期も安全安心に暮らせるまちづくりの推進
前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 除排雪協力会の組織数 団体 480 458 470 473 476 477 495 継続 過去の実績値から年間3団体の増
加を見込む。

2 上杉雪灯篭まつり観光客
入込数 人 170,000 174,000 185,000 224,000 234,000 162,000 274,000 継続 H30年実績値から毎年度2.5%ずつ

増加を見込む。

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠単位

第 5章　安全安心に暮らせるまちづくり
施策 5-1　いざというときに備えるまちづくりの推進

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 防災拠点としての公共施
設の耐震化率 ％ 100 94.7 94.7 94.7 95.8 96.4 100 継続 米沢市建築物耐震改修促進計画に

基づき設定する。

2 自主防災組織率 ％ 70 62.1 62.5 63.3 63.3 68.7 100 継続
大規模災害に備え、各地区・町内
会での「共助」を推進し、組織率
を向上させる。

3 消防団員の充足率 ％ 100 93.6 93.2 92.1 92.3 89.9 100 継続
充足率100％を目指す。また、消
防団組織見直しにおける条例定数
等も見直しを図る。

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠単位

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 市への電子申請が可能な
手続の数 件 14 7 7 8 10 13 19 継続 追加可能な手続分の増加を見込

む。

2 ＲＰＡ等を活用した業務
効率化の累計取組数 件 - - - - - - 累計10

(～Ｒ7累計) 新規
毎年2件程度の取組を見込む。

継続
状況 後期目標値設定の根拠No 成果指標名

実績値
単位

第 6章　持続可能なまちづくり（協働・行政経営）
施策 6-1　ＩＣＴを活用したまちづくりの推進

施策 5-2　普段から安全を心がけるまちづくりの推進
前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 交通事故発生件数(人身) 件 410 556 485 433 395 307 (Ｒ元年比)50％減 継続 過去の事故減少率から年間約11％
減少を目指す。

街頭犯罪の発生件数
（米沢警察署管内） 件 343 469 395 336 338 300 -

刑法犯認知件数(米沢市
内) 件 - 431 373 305 304 276 (Ｒ元年比)50％減
特殊詐欺の被害件数
（米沢警察署管内） 件 3 3 1 6 1 4 -

- 累計422 累計991 累計1,439 累計1,597 累計2,185 累計5,000

(422) (569) (448) (158) (588) (～R7累計)

継続
状況 後期目標値設定の根拠

指標
変更

消費者見守りサポーター
累計養成人数 人

指標
変更

（後期基本計画では、市民への消
費者教育普及の指標としてより適
切と考えられる消費者見守りサ
ポーター養成人数に指標変更）
R2年度末まで2,500人養成、R3年
より毎年500人ずつの養成を目指
す。

3

（後期基本計画では、指標名を県
警本部公表の名称と統一）
過去の刑法犯減少率から、年間約
11％減少を目指す。

単位

2

No 成果指標名
実績値

施策 6-2　交流・つながりを通じ、多くのひとを呼び込むまちづくりの推進
前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1-1 国際理解講座の受講者数（受講回数） 回 37 23 30 33 43 29 50 継続

1-2 国際理解講座の受講者数 人 1,300 763 1,622 1,879 1,980 1,395 2,000 継続

2 イベント等による首都圏
からの移住者数 人 - 延べ39

（39）
延べ53
（14）

延べ73
（20）

延べ91
（18）

延べ101
（10）

延べ114
(Ｒ3～7延べ) 新規

過去の実績値に基づき設定する。

3 ふるさと納税申込件数 件 - 29,162 35,582 17,538 16,643 30,819 31,000 新規

R7年度も現行のふるさと納税制度
での運用が継続されている前提で
設定する。返礼品の拡充を進め、
R元年度水準までの申込件数確保
を目指す。

4 お試し暮らし体験事業の
参加者数 人 - - - 9 10 6 30 新規

R2年度から、複数回利用を可能に
するなど条件緩和をすることで、
参加人数の増加を目指す。

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠単位

毎週1回開催（年末年始とお盆は
休み＝約50回）し、1回当たりの
参加者数を40人と見込む。
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施策 6-3　ともに協力し合い、行動するまちづくりの推進
前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

審議会等の公募委員の割
合 10 4.4 8.2 7.6 6.1 4.7 10
※平均値は、数値の平均ではなく、期間中の公募委
員数トータル÷全体委員数で算出 (H28～R2平均） (R3～7平均)

2 市ホームページへの閲覧
件数 件 4,620,000 5,168,313 4,784,934 4,487,884 6,057,229 8,092,104 8,000,000 継続

市長選挙や新型コロナウイルス感
染症等の影響により、過去最高と
なったR元年実績値程度を目指す。

3 協働提案制度による提案
数 件 - 延べ8

（8）
延べ16
（8）

延べ25
（9）

延べ30
（5）

延べ35
（5）

延べ36
(Ｒ3～7延べ) 新規

H26年からR元年平均値の1.2倍と
なる単年度目標8件に向け逓増を
目指す。(6+7+7+8+8=36)

1 ％
H27～Ｒ1年平均　6.1％※

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠単位

継続
米沢市附属機関の委員の公募に関
する規定に基づき設定する。

施策 6-5　健全な行政経営の推進
前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 ふるさと納税寄附額 千円 400,000 1,958,247 3,530,753 1,769,196 555,875 1,393,830 1,400,000 継続

R7年度も現行のふるさと納税制度
での運用が継続されている前提で
設定する。返礼品の拡充を進め、
R元年度水準までの寄附金額の確
保を目指す。

2 経常収支比率 ％ 95％以下 90.1 92.4 92.1 94.2 93.0 95％以下 継続 前期目標値を継続する。

No 成果指標名
実績値 継続

状況 後期目標値設定の根拠単位

施策 6-6　他自治体との広域連携の強化
前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1
置賜地域移住交流推進協
議会と連携した移住希望
者に対するセミナー開催
数

回 2 - 2 2 1 2 3 継続
置賜地域でのセミナー（置賜暮ら
しワークショップ）を計画期間中
で1回増やす。

継続
状況 後期目標値設定の根拠No 成果指標名

実績値
単位

施策 6-4　男女共同参画の推進

（注）本市が主催、共催、後援する講座等実施数

前期目標値 後期目標値

令和2年
（2020）

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
（2019）

令和7年
（2025）

1 審議会・委員会の女性登
用率 ％ 30 25.9 25.3 24.9 25.8 26.9 35 継続 第2次米沢市男女共同参画基本計

画に基づき設定する。

2 市役所内における男性育
児休業取得率 ％ - 6.3 9.1 0 0 0 5 新規

特定事業主行動計画に基づき設定
する。

3 男女共同参画啓発講座等
の実施数（注） 件 - - - - - 8 16 新規

R元年実績値からの倍増を目指す。

継続
状況 後期目標値設定の根拠No 成果指標名

実績値
単位

175



資料８　用語の説明

3Ｒ
　リデュース（reduce 廃棄物の発生抑制）、リユー
ス（reuse 再使用）及びリサイクル（recycle 再
生利用、再資源化）の頭文字をとった、循環型社
会を形成するために重要な取組のこと。 

６次産業
　農業や水産業等の第１次産業が食品加工（第2次
産業）から流通販売（第3次産業）にも業務展開し
ている経営形態を表す造語 

8050 問題
　子供のひきこもりが長期化し、親が高齢になった
末に、介護や困窮等複合的な課題を抱えるようにな
ること。 

ＤＶ  
　Domestic Violence の頭文字。配偶者や恋人
等親密な関係にある、又はあった者から振われる
身体的・性的・心理的暴力のこと。 

ＧＩＧＡスクール
　一人一台端末及び高速大容量の通信ネットワーク
を一体的に整備することにより、全国一律の学校Ｉ
ＣＴ（情報通信技術）環境を実現させること。 

ＩＣＴ  
　Information and Communication Technology
の頭文字。情報通信技術のこと。 

ＩｏＴ
　Internet of Things の略称。自動車、家電、ロ
ボット、施設等あらゆるモノがインターネットにつ
ながり、情報のやり取りをすることで、モノのデー
タ化やそれに基づく自動化等が展開し、新たな付
加価値を生み出すもの。 

ＬＧＢＴ
　Ｌ（レズビアン）女性同性愛者、Ｇ（ゲイ）男性同
性愛者、Ｂ（バイセクシャル）両性愛者、Ｔ（トランス
ジェンダー）性同一性障がい等、体と心の性が一
致しない人の頭文字で、性的少数者を限定的に指
す。 

ＮＰＯ
　Non-Profit Organization の略称。組織として
活動する民間の非営利組織のこと。 

ＲＰＡ
　Robotic Process Automation の頭文字。こ

れまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソ
フトウェアのロボットにより自動化するもの。具体
的には、表計算ソフトやメールソフト、基幹業務シ
ステム等複数のアプリケーションを使用する業務プ
ロセスをオートメーションする等の例がある。

ＳＤＧｓ 
　2001 年に策定されたミレニアム開発目標
（MDGs）の後継として、2015 年 9月の国連サミッ
トで採択された「持続可能な開発のための 2030
アジェンダ」にて記載された 2030 年までに持続
可能でよりよい世界を目指す国際目標のこと。17
のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上
の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」
ことを誓っている。 

ＳＮＳ
　Social Networking Service の頭文字。イン
ターネット上でコミュニケーションの場を提供する
会員制のサービス、又はそうしたサービスを提供す
るウェブサイトのこと。

Ｓociety5.0
　国が目指すべき未来社会の姿として提唱した新た
な社会の形のこと。ＩｏＴ（モノのインターネット）
で全ての人とモノがつながることにより新たな価値
が生まれ、人工知能（ＡＩ）により必要な情報が必
要な時に提供され、ロボットや自動走行車等の技術
で、少子高齢化、地方の過疎化、貧富の格差等の
課題が克服されるとともに、イノベーションにより、
様々なニーズに対応できるようになるとされている。 

TEAM NEXT YONEZAWA
　米沢のブランディングに賛同し、米沢品質向上
運動に参加する米沢市内の企業・団体・個人のこと。 

ＴＰＰ11
　環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先
進的な協定。モノの関税だけでなく、サービス、
投資の自由化を進め、さらには知的財産、金融サー
ビス、電子商取引、国有企業の規律等、幅広い分
野で 21 世紀型のルールを構築する経済連携協定の
こと。 

ＵＩＪターン
　都市部から地方部への移住を表す。地方部に居
住していた人で、就職等により都市部に定住した人
が、また元の地方部に戻って定住することを「Ｕター
ン」、別の地方部に定住することを「Ｊターン」、も
ともと都市部に居住していた人が地方部に定住する
ことを「Ｉターン」という。 

数字、Ａ～Ｚ
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一般不妊治療
　不妊治療のうち、人工授精を指す。 

医療情報ネットワーク
　医療分野の情報を高速・大容量で伝える電気的
通信網のこと。他の医療機関から市立病院へ紹介
された患者の医療情報を、インターネットの専用回
線を利用して、検査の結果やＸ線等の画像データを
医療機関の端末装置で参照したり、市立病院から
の紹介状を受信したりできるシステム。関係する医
療機関で情報を共有することによって高品質な医療
を提供し、地域医療の質の向上を目指すもの。 

インターンシップ
　大学生等が、在学中に自らの専攻や将来の進路
に関連した就業体験を行うこと。 

インバウンド
　一般的には訪日外国人旅行を指し、これに対し
海外旅行はアウトバウンドという。 

置賜地域移住交流推進協議会
　人口減少対策としての首都圏等からの移住交流
人口の拡大を図ることを目的として、置賜地域の特
性や希望者のニーズ等を踏まえた効果的な取組を
県及び地域市町村等が連携して企画・実施するた
めに平成 27年 3月に設立された協議会のこと。 

おしょうしな
　米沢（置賜地方）に伝わる方言で「ありがとう」
の意味。 

おしょうしな観光大使
　上杉の城下町に代表する観光資源や米沢牛、米
沢織等の全国ブランドの知名度の更なるアップを図
り、本市への観光客誘致及び米沢ファンの拡大等
を推進するために任命する大使のこと。

オンライン
　コンピュータの入出力装置等が、中央処理装置と
直結している状態のこと。また、端末がインターネッ
ト等の通信回線に接続されていることをいう。

カーボンニュートラル
　二酸化炭素等の温室効果ガスの人為的な発生源

による排出量と、森林等の吸収源による除去量と
の間の均衡が達成されている状態のこと。 

かかりつけ医
　主に地域の診療所や医院で、患者の初期症状の
治療や、家族ぐるみの日常的な健康管理に当たって
いる医師のこと。 

がってしない
　米沢の方言。たくましい、粘り強い、気にしない、
へこたれないなどの意味で使う言葉。 

合併処理浄化槽
　し尿（トイレ）と生活雑排水（台所、風呂等）
を併せて処理することができ、水質汚濁を示す指
標である生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）の除去
率が 90％以上で、処理水質の値が公共下水道と同
等のＢＯＤ20mg/ℓ以下にする性能をもった浄化
槽のこと。 

環境保全型農業
　農業の持つ物質循環機能を活かし、生産性との
調和等に留意しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、
農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持
続的な農業のこと。 

関係人口 
　移住した定住人口でもなく、観光に来た交流人
口でもない、地域と多様に関わる人々のこと。人口
減少・高齢化により、地域づくりの担い手不足とい
う課題に直面している地方圏では、若者を中心に、
変化を生み出す人材が地域に入り始めており、関係
人口と呼ばれる地域外の人材が地域づくりの担い手
になることが期待されている。 

グリーンツーリズム
　農山漁村地域において自然、文化、人々との交
流を楽しむ滞在型の余暇活動のこと。滞在の期間
は、日帰りの場合から、長期的又は定期的・反復
的な（宿泊・滞在を伴う）場合まで様々ある。 

グローバル化
　活動が世界的・地球的規模に拡大すること。 

ケアマネジャー
　介護保険の要介護認定で要支援・要介護と認定
された人等が、適切なサービスを受け、自立した日
常生活を送れるように、ケアプランの作成や市町村・
居宅サービス事業者・介護保険施設との間で連絡
調整を行う人のこと。 

経常収支比率
　財政構造の弾力性を表す指標のこと。歳出のう
ち人件費や公債費等経常的な支出に必要な一般
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財源に対して、市税や普通交付税等の経常的な一
般財源収入がどの程度充当されているかを示すも
のである。この数値が低いほど臨時的な支出に対
応する余裕があることになる。 

下水道水洗化率
　公共下水道を利用できる地域に住んでいる人のう
ち、どれくらいの人が実際に下水道に接続し、利用
しているかを示すもの。 

合計特殊出生率
　15 歳～ 49 歳までの女子の年齢別出生率を合計
したもので、1 人の女子が仮にその年次の年齢別出
生率で一生の間に生むとしたときの子ども数に相当
する。 

交流人口
　その地域に訪れる人々のこと。スポーツ、観光、 
レジャー等を目的として訪れる人々のことをいう。 

高齢化率
　総人口に占める 65 歳以上の人口の割合のこと。 

高齢者向け優良賃貸住宅
　バリアフリー化され、緊急時対応サービス等を備
えるなど、高齢者が安全で安心して居住できるよう
配慮され、県や市が事業者の供給計画を認定した
優良な民間の賃貸住宅のこと。入居対象は、60 歳
以上の単身者や夫婦いずれかが 60 歳以上等の高
齢者世帯である。 

国民皆保険制度
　全ての国民が公的医療保険（健康保険・共済組
合・船員保険・国民健康保険・後期高齢者医療制度）
に加入する制度のこと。 

子育て世代包括支援センター
　母子保健法に基づき市町村が設置するもので、
保健師等の専門スタッフが妊娠・出産・育児に関す
る様々な相談に対応し、必要に応じて支援プラン
の策定や地域の保健医療福祉の関係機関との連絡
調整を行うなど、妊娠期から子育て期にわたる切れ
目のない支援を一体的に提供するための機関のこ
と。本市ではすこやかセンターに設置している。

子ども・子育て支援新制度
　平成 24 年 8 月に成立した「子ども・子育て支
援法」、「認定こども園法の一部改正」、「子ども・
子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の
施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の子
ども・子育て関連 3法に基づく制度のこと。

コミュニティ
　地域社会や地域の共同生活体。同じ地区の住民

が共同し、よりよい生活条件や社会環境を実現する
ための組織のこと。 

婚活コンシェルジュ
　独身者と寄り添い成婚に導く仲人活動を行い、結
婚相談や婚活イベント等の婚活支援活動を推進す
る専門員のこと。

コンパクトなまちづくり
　都市機能の拡散や市街地の機能低下等の課題に
対応し、医療や福祉、商業等の生活サービス機能や
居住の集約・誘導を図り、コンパクトで持続可能な
都市構造を実現するためのまちづくりを行うもの。

財源調整基金
　財政調整基金及び公共施設等整備基金のこと。 

再生可能エネルギー
　太陽光、風力、中小水力、バイオマス等といった
温室効果ガスを排出せず、エネルギー源として永久
使用することができるエネルギーのこと。

サイバー攻撃
　重要インフラの基幹システムに対する電子的攻撃
や情報通信技術を用いた諜報活動のこと。 

自主財源
　地方公共団体が自主的に収入しうる財源のこと
で、以下の科目がある。

①市税
　主な税としては、個人住民税、法人住民税、
固定資産税、軽自動車税、たばこ税、都市計画
税等がある。  

②分担金、負担金
　地方公共団体が実施する事業に伴い利益を受
ける者から、その受益の程度等に応じて負担を
求める収入のこと。 

③使用料、手数料
　地方公共団体が公の施設を利用させた場合や、
公の役務を提供した場合に徴収する収入のこと。

④財産収入
　地方公共団体が有する財産を貸し付けたり、
売り払ったりして生じた収入のこと。 

⑤寄附金
　個人、法人からの寄附による収入のこと。 

さ 行
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⑥繰入金
　一般会計、特別会計、基金の会計間の現金移
動による収入のこと。

⑦繰越金
　前年度決算における剰余金を持ち越した収入
のこと。

⑧諸収入
　他の歳入科目に属さない収入のこと。

自主防災組織
 　「自分たちの地域は自分たちで守る」という自覚、
連帯感に基づき、自主的に結成する組織であり、
災害による被害を予防し軽減するための活動を行
う住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組
織のこと。 

自治体クラウド
　地方公共団体が自庁舎で保有、管理している情
報システムを、外部のデータセンターに移し、通信
回線を経由して利用できるようにする取組であり、
複数の地方公共団体の情報システムの集約と共同
利用を進めることにより、情報システムに係る経費
の削減や住民サービスの向上等を図るもの。 

市民農園 
　農業者以外の人々が小区画の農地を利用して野
菜や花を育てる農園のこと。 

周産期医療
　周産期とは、妊娠 22 週から生後満 7 日未満ま
での期間をいい、合併症妊娠や分娩時の新生児仮
死等、母体・胎児や新生児の生命に関わる事態が
発生する可能性がある。周産期を含めた前後の期間
における医療は、突発的な緊急事態に備えて産科、
小児科双方からの一貫した総合的な体制が必要であ
ることから、特に周産期医療と表現されている。 

住宅セーフティネット
　高齢者、障がい者、子育て世帯等の住宅の確保
に配慮が必要な方も含め、誰もが住宅を確保でき
るような仕組みのこと。 

集落営農
　集落を単位として、農家が農地や機械・施設の
利用、生産活動等を相互に補完するというように、
農業生産過程の一部又は全部を合意に基づき共同
又は統一して行う営農形態のこと。 

循環型社会
　廃棄物の発生を抑え、使用済製品がリユース、リ
サイクル、熱回収等により循環資源として適正に循
環的に利用され、循環的な利用が行われないもの

については適正に処分され、天然資源の消費が抑
制される、環境への負荷ができる限り少ない社会
のこと。 

生涯スポーツ
　年齢や体力にかかわらず、健康を維持増進し、
楽しく豊かな生活を送るために、生涯を通じて、い
つでも、どこでも、誰もが楽しめるスポーツのこと。 

除排雪協力会
　生活道路の除排雪を円滑に行うため、町内会単
位等で構成された組織のこと。除排雪協力会で行
う排雪作業に対しては市で経費の一部助成を行っ
ている。

シルバーハウジング
　高齢者等の生活特性に配慮したバリアフリー化さ
れた公営住宅等と生活援助員（ライフサポートアド
バイザー）による日常生活支援サービスの提供を併
せて行う、高齢者世帯向けの公的賃貸住宅のこと。 

シンクタンク
　様々な領域の専門家を集めた研究機関のこと。
社会開発や政策決定等の問題や経営戦略等につい
て調査・分析を行い、問題解決や将来予測等の提
言をする。 

人口集中地区（ＤＩＤｓ）
　人口密度が 4,000 人 / ㎢以上の国勢調査基本単
位区が隣接し、かつ、その隣接した基本単位区内の
人口が 5,000人以上となる地域のこと。 

人工知能（ＡＩ）
　Artificial Intelligence の頭文字。知的な機械、
特に、知的なコンピュータプログラムを作る科学と
技術のこと。身近なところでは、インターネットの
検索エンジンやスマートフォンの音声応答アプリ
ケーション等が例として挙げられる。 

森林環境譲与税
　温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を
図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的
に確保する観点から創設された。都道府県・市区
町村が、それぞれの地域の実情に応じて森林整備
及びその促進に関する事業を幅広く弾力的に実施
するための財源として活用される。 

水源涵養
　森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む
水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、川の
流量を安定させる機能のこと。また、雨水が森林
土壌を通過することにより、水質が浄化される。
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スポーツツーリズム
　スポーツの参加や観戦を目的として地域を訪れた
り、地域資源とスポーツを融合した観光を楽しむ旅
行スタイルのこと。 

成年後見制度
　認知症、知的障がい、精神障がい等により、契
約等の法律行為をする上で意思決定が困難な人の
利益を保護する制度のこと。

セクシュアル・ハラスメント
　相手の意に反した性的な嫌がらせのこと。身体へ
の不必要な接触、性的関係の強要、性的なうわさ
の流布、衆目に触れる場所へのわいせつな写真の
掲示等、様々なものが含まれる。 

雪氷熱エネルギー
　雪又は氷（冷凍機器を用いて生産したものを除
く。）を熱源とする熱エネルギーのこと。 

ゼロカーボンシティ宣言
　2050 年までに二酸化炭素排出実質ゼロ（二酸
化炭素等の温室効果ガスの人為的な発生源による
排出量と、森林等の吸収源による除去量との間の
均衡を達成すること）を目指し、実現に向けて取
組を進めることを宣言したもの。 

総合型地域スポーツクラブ
　子どもから高齢者まで（多世代）、様々なスポー
ツを愛好する人々が（多種目）、初心者からトップ
レベルまで、それぞれの志向・レベルに合わせて
参加できる（多志向）という特徴を持つ、地域住
民により自主的・主体的に運営されるスポーツクラ
ブのこと。 

草木塔
　本市田沢地区を発祥とする樹木の供養塔で、安
永 9 年 (1780 年 ) に初めて建立された。以後、自
然愛護の対象として全国に普及し、200 基ほどが
知られている。

脱炭素社会
　二酸化炭素排出実質ゼロ（二酸化炭素等の温室
効果ガスの人為的な発生源による排出量と、森林
等の吸収源による除去量との間の均衡を達成する
こと）を実現する社会のこと。 

地域子育て支援センター
　就学前の子どもと保護者が一緒に遊べる場、保

護者間の情報交換の場、育児についての相談の場
として設置される地域の育児支援を目的とする施設
のこと。 

地域包括ケアシステム
　高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医
療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切
れ目なく提供されるシステムのこと。 

地域包括支援センター
　高齢者が住みなれた地域で生活して行くために、
様々な社会資源を利用して、その人に必要な支援
を行い、総合的に支えていくための機関で、介護
予防ケアプラン作成のほか、高齢者のための相談
業務等を行っている。本市では、現在 5 か所設置
され、5つの地区に分けて担当している。 

地産地消
　地域生産地域消費の略。地域で生産された農産
物、製品等をその地域で消費すること。 

地籍調査
　一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査し、
境界の位置と面積を測量するもの。土地取引の円
滑化や土地の権利の明確化、土砂災害等が発生し
た場合の迅速な境界の復旧、行政事務の効率化等
に役立つ。 

地方独立行政法人
　住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の
公共上の見地からその地域において確実に実施さ
れる必要のある事務・事業のうち、地方公共団体
自身が直接実施する必要はないものの、民間の主
体に委ねては確実な実施が確保できないおそれが
あるものを効率的・効果的に行わせるため、地方
公共団体が設立する法人のこと。 

通所型サービス提供施設
　障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス
提供事業所で、自宅やグループホーム等の居住の場
から通ってサービスを受ける施設のこと。生活介護、
就労移行支援、就労継続支援等のサービスを提供
する施設のこと。 

つや姫
　山形県が十年余りにわたる歳月を重ね開発した水
稲の品種名。見た目に美しく、食べて美味しく、
病害虫に強く、栽培しやすい、四拍子揃ったお米。
平成 22 年産から本格販売が開始されている。 

デイサービス
　施設に入所するのではなく、日帰りで利用できる
通所介護サービス。 
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デジタル・ディバイド
　パソコンやインターネット等の情報技術を使いこ
なせる者と使いこなせない者との間に生じる、待遇
や貧富、機会の格差のこと。または、インフラ未
整備による、地域間の格差を指す場合もある。 

出前講座  
　市民の要請に応じて市の職員等を講師として派遣
して行う、行政に関する専門知識を活かした講座
のこと。 

デマンド交通  
　事前の予約に応じて乗合運行する地域公共交通
のこと。地域の実情や利用者のニーズに応じて多様
な形態で運行することができる。 

テレワーク
　情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわ
れない柔軟な働き方。働く場所によって、在宅勤務、
モバイルワーク、サテライトオフィス勤務の 3 つに
分けられる。 

電子申請
　インターネットを利用して、場所や時間の制限を
受けずに申請・届出等を行うことができるサービス。

特定不妊治療 
　不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精を指す。

内発型産業
　地元企業の技術や大学等の研究等、内発的側面
から活性化され発展していく産業のこと。企業誘致
等外部の企業による産業発展を外発型という。 

認定こども園 
　幼稚園と保育園の機能をあわせ持ち教育と保育
を一体的に提供する施設のこと。 

認定農業者  
　農業経営基盤強化促進法に基づき、経営を改善
するための計画（農業経営改善計画）が、市町村
基本構想に照らして適切であり、その計画の達成
される見込みが確実で、農用地の効率的かつ総合
的な利用を図るために適切である、との基準に適
合するとして、市町村から認定を受けた者のこと。 

農業集落排水事業
　農業振興地域内の農業集落における、し尿、生
活雑排水等の汚水排水等を処理するための施設整
備を図る事業のこと。

パーク＆ライド
　自宅から最寄り駅やバス停に近い周辺の駐車場
に車を停め、電車やバス等の公共交通に乗り換え
て目的地まで移動する方法のこと。 

バイオマス
　バイオマスとは「動植物に由来する有機物である
資源（原油、石油ガス、可燃性天然ガス及び石炭
並びにこれらから製造される製品を除く。）」と定義
され、特に木質からなるバイオマスを木質バイオマ
スという。主に、樹木の伐採や造材のときに発生し
た枝や葉、未利用の間伐材等の林地残材、製造工
場等から発生する樹皮やのこ屑等のほか、住宅の
解体材や街路樹の剪定枝等の種類がある。 

パブリック・コメント
　行政機関が政策の立案等を行う際に、原案を公
表して、広く市民から意見や情報を募ること。これ
らの意見等を考慮して最終的な意思決定を行う。 

バリアフリー 
　建築設計において、段差や仕切りをなくすなど
障がい者や高齢者に配慮をすること。障がい者等
の社会参加を困難にしている社会的、制度的、心
理的な全ての障壁の除去というより広い意味でも用
いられる。 

伴走型支援  
　支援者が一対一で対象者を担当し、社会適応の
プロセスを支援する支援モデルのこと。 

ビッグデータ 
　ＩＣＴ（情報通信技術）の進展により、収集・分
析等が可能・容易になる多種多量のデータのこと。
ビッグデータの活用により、異変の察知や近未来
の予測等を通じ、利用者個々のニーズに即したサー
ビスの提供、業務運営の効率化や新産業の創出等
が可能となる。 

人・農地プラン
　集落・地域での話し合いをもとに集落・地域が
抱える「人と農地の問題」を解決するための「未
来の設計図」となる地域農業の基本的な計画のこ
とで、そこに位置づけられた農業者に対して国が支
援を行う。 

病児保育事業
　病児について、病院・保育所等に付設された専
用スペース等において、看護師等が一時的に保育等
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を実施する「病児対応型」、看護師を配置した保育
所等において在園児対象で実施している「体調不
良時対応型」及び「ファミリー・サポート・センター
病児対応」の事業のこと。

ファミリー・サポート・センター
　育児の援助を行いたい会員と育児の援助を受け
たい会員で構成される会員組織で、その会員相互
により育児の援助活動を行うもの。 

扶助費
　社会保障制度の一環として、児童、高齢者、生
活困窮者等を援助するための経費のこと。

フレイル
　「加齢に伴う予備能力低下のため、ストレスに対
する回復力が低下した状態」を表す「frailty」の
日本語訳として日本老年医学会が提唱した用語。
要介護状態に至る前段階として位置付けられるが、
身体的脆弱性のみならず精神心理的脆弱性や社会
的脆弱性等の多面的な問題を抱えやすく、自立障
害や死亡を含む健康障害を招きやすいハイリスク状
態を意味する。 

ふるさと応援寄附金制度
　ふるさとへの寄附金のこと。ふるさと納税ともい
う。この制度では、自治体に対して寄附を行った
場合、2,000 円を超える部分について、個人住民
税のおおむね2割を上限に、確定申告を行うことで、
所得税と合わせて税額控除される仕組み。寄附先
の「ふるさと」には定義がなく、出身地以外でも「お
世話になったふるさと」や「これから応援したいふ
るさと」等、各自が想う「ふるさと」を自由に選ぶ
ことができる。 

母子保健コーディネーター
　子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠期
から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関
する相談を行い切れ目ない支援を行う保健師・助
産師等の専門職。 

ほ場
　田、畑、果樹園等、農作物を栽培するために人
為的に手が加えられた農地のこと。  

補装具 
　身体の欠損や機能の損傷を補い、就業その他日常
生活を容易にするための義肢、補聴器等の用具のこと。 

棒杭市 
　江戸時代中後期から始まった、道端に数本の棒
や杭を立てて、そこに笊を吊るし、野菜や果物、旅
に必要な合羽・笠等を入れて売っていた無人販売所
のこと。 

マイナンバー制度（社会保障・税番号制度）　
　国民一人ひとりが 12 桁の番号により、複数の機
関に存在する個人の情報を同一の情報であるとい
う確認を行い、社会保障・税制度の効率性・透明
性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な
社会を実現するための社会基盤（インフラ）。

道の駅
　市町村等と道路管理者が互いに協力して設置す
る一般道路沿いの休憩施設のこと。道路利用者の
ための休憩機能、道路利用者や住民への情報発信
機能、その地域ならではの魅力の紹介を通じた地
域連携機能の 3 つの機能が相まって、快適で質の
高いサービスを提供する。 

有機エレクトロニクス
　有機半導体をベースとした電子工学のこと。主な
ものとして、次世代の照明として期待される有機Ｅ
Ｌ照明や、有機太陽電池、有機トランジスタ等が挙
げられる。 

雪若丸
　「はえぬき」や「つや姫」に次ぐ、山形県の新し
い水稲の品種名。粘りと硬さのバランスが、これま
でにない新食感を持つお米。平成 30 年産から本
格販売が開始されている。 

米沢四季のまつり
　四季を通じて開催されるまつりのこと。春の「米
沢上杉まつり」、秋の「なせばなる秋まつり」、冬
の「上杉雪灯篭まつり」がある。 

米沢市中小企業振興アクションプラン 
　平成 27 年 4 月に施行した「米沢市中小企業振
興条例」の理念を実現するために、取り組むべき
施策等を取りまとめた計画。 

米沢鷹山大学
　本市の生涯学習活動の中核として置賜総合文化セ
ンター内にある市民自主運営組織による市民大学の
こと。 
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ライフライン
　都市生活の維持に必要不可欠な電気、ガス、水道、
情報通信、交通、輸送等のインフラ設備のこと。 

リーマンショック
　平成 20 年 9月にアメリカ合衆国の投資銀行であ
る「リーマン・ブラザーズ」が破たんしたことに端
を発して、続発的に世界的金融危機が発生した事
象のこと。 

リカレント教育
　職業上必要な知識や技術を習得するために就学
と就労を繰り返す教育システム。日本では一般的に、
働きながら学ぶ場合、心の豊かさや生きがいのた
めに学ぶ場合、学校以外の場で学ぶ場合も含めて
おり、諸外国よりも広い意味で解釈されている。 

ワーク・ライフ・バランス
　仕事と生活の調和のこと。一人ひとりがやりがい
や充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす
とともに、家庭や地域生活等においても、子育て期、
中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き
方を選択・実現すること。
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